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〈論 説〉
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1.い ま なぜ パ ラダ イ ム ・ロスな の か
1989年11月9日,ベル リンの壁は撤廃された。
89年後半東欧は激動 した。12月2日と3日 のブ ッ
シュとゴルバチ ョフのマル タ会談は,戦 後の冷戦
体制の終焉 を世界に宣言 した。一体 こうした事態
を誰が予測 したであろ うか。
89年8月24日ポーラン ドでマ ゾビエッキ首相,
同年10月9日ハンガ リーで ニエルシュ社会党議長
として再任,同 年U月13日,東 ドイツでモ ド博ウ
首相誕生,同 月17日,ブルガ リアで,ム ラデノフ
議長誕生,同 年12月7日,チ ェコスロバキアで,
チャルファ首相誕生,同 月29日,バベル大統領誕
生,12月26日ルーマニアで,イ リニス ク 「救国戦
線評議会」議長の誕生。
この東欧の新 トップの誕生 を,東 欧 の民主革命
または市民革命 と呼んで もよい。従来 の共産党一
党独裁か ら複数指導体制への移行r民 衆の自由,
平等,民 主,参 加への主体的要求を何 と受け とめ
るべ きなのか。 ソ連の ゴルバチ ョフのペ レス トR
イカ路線の東欧への波及 といった単純な問題だけ
ではあるまい。東欧革命の底には,従 来 の市民社
会を無視 した共産主義それ 自体の本質問題のあ り
方 も厳 しく間われたのである。
一方,こ うした事態は,共 産主義体制の本質お
よびそのあ り方の問題を厳 しく問われているだけ
ではない。戦後資本主義世界のグmバ リズムの
あ り方,そ の中で,先 進 国の資本の相互浸透の中
で展開された リージ ョナ リズムのあ り方 自体 も問
われているのであ る。いまグローバ リズ ムとべレ
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ス トロイ カの中で,ECは1992年 単一市 場統 合 を
め ざ して棊進 してい る。 い まそ れは,従 来 の リー
ジ ョナ リズ ム として把握 して よい のか。 改めて,
東 西 ドイ ツの統 一 の中で,ECとEFTA,コ メ コ
ソの経 済協 力 を ど う進 め,「全 欧州共 通 の 家 」作
りを ど うす るかが 問われ てい る。
そ れは,従 来 の パ ラダ イムの喪失 で あ り,新 し
い世 界経済 のあ り方 を も問われ て い るので あ る◎
こ うして,1990年代 の世 界経 済は,激 動 し,新
しい人 間主体 の政策体 系 を求 めて,進 む で あろ う。
・0方,い ま世 界 は,資 本主義 で あれ,社 会主 義
で あれ,第 三世 界 であれ,そ の生存 が問 われ だ し
て い る。 それ が地域/-=の危機 であ る。 この問題
に対 して,い ま体制 を越 えて考 え,足 元 の地域 か
らその 防止 の行動 を迫 られて い る。 これ は私 た ち
自身 の対 応 の問題 で もあ る。
世 界 は,90年代 もグ ー¥リズ ム とペ レス ト目
イ カの激 しい波 で動 い てい くで あろ う。 世界 の中
で の リー ジ ョナ リズ ムのあ り方 も問われ,同 時 に,
私 たち市 民生 活 のあ り方 と して の ロー.カ リ ズ ム
(地域主義)も 問 わ れ るで あ ろ う。
こ うした課題 に挑 戦す るた め に,従 来 の知 的枠
組 を越 えて,本 論 の課題 を設 定 した次 第で あ る。
い ま世 界経済 論 に とって,東 欧市 民革命 は,現 実
が教 師 であ り,古 典 は助 手 であ る こ とを改 めて 自
覚せ ざ るを えな い。
2.世 界経 済 に おけ るゲ ローバ リズ ム と
リー ジ ョナ リズ ム
(1)1980年代の世界経済 とは何であったのか
一 国際通貨危機,石油危機への対応はどうだ
ったのか一
1990年代は,人 間主体 あるいは市民主体の時代
でなければな らない。に もかかわ らず,90年代は
世紀末 の不透明で,不 確実性の時代であ り,同時
に新 しい市民的秩序を模索す る時代であるといわ
なけれぽな らない。1989年後半の東欧のペ レス ト
ロイカをみる限 り,なにが起 って も不思議でない
時代なのか も知れない。経済学 についてみて も,
この学問が よって立つ土台,あ るいは,従 来の価
値体系の前提が問われている。 したがって,世 界
経済のあ り方 も,問 われている。当然である。従
来の経済学 の物差 しで,現 実をはか って も,も は
や寸法は合わないのである。現実は急速度に進ん
でいる。私は,あ るところで,い ま経済学にとっ
て,現 実が教師であ り,古典は助手であると書い
た。この真理は,依 然 として正 しい と思 っているQ
従来の知の枠組 の転換ではな く,知の革命を追 ら
れたのである。
1990年代の世界経済のあ り方 を問 うに当っては,
1980年代の世界経済の激動の中か らその本性を見
極めなければならない。
1980年代の世界経済は何であ ったのか,何 であ
らねばな らなか ったのか。 この問いを重ね るなか
でのみ,90年代の展望を示すことがで きるのでは
ないか。またそ う信 じたい。80年代の大 きな特徴
は,政 治が経済の変動に引っ張 られ,経 済が政治
の変動を引っ張 って きた といってもよいであろ う。
同時に通信機器の発展に よるかつてない情報の国
際化が定着 した時代でもある。
1980年代の世界経済は,70年代の3つ の国際経
済危機,す なわ ち第1次 石油危機i(1973年末),国
際通貨危機(1971年),第2次石油危機(1979年末)
に対 して,先 進国,社 会主義国,発 展途上国が ど
の ように対応 したかによって規定 された。米国,
EC,日本は,そ れぞれ従来の 「成長経済」の体
質を問われ,省 エネルギー政策を通 じて低成長経
済を選択せ ざるをえなかった。にもかかわ らず,
日本を除いて,先 進国は,共 通にスタグフレーシ
ョソに直面 した。 日本は,米 国,ECの 高失業率
を招来 しなかったにもかかわ らず,60年代の花形
産業であった重化学工業は停滞 し,構造 的不況業
種を群生 させた。 日本経済がそのエネルギーの98
%を 中東の石油に依存 した以上,石 油価格の高騰
は,重 化学工業 のぜい弱性を露呈せ ざるをえなか
った。高度成長政策は,石 油危機 とい う外圧 と高
度成長構造であるがために発生 したインフレと公
害 ・環境破壊 とい う内圧に よって破綻 したのであ
る。それは生産第一主義に幕進 してきたがための
高価な代償だったのである。だが,日 本が米国,
ECの ように高失業率を発生 させず にすんだのは,
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自動車産業 など機械産業において省エネ技術への
転換が早か ったことや 日本的経営に よるものであ
ったためにs低 失業率で対応できたのであ る。
だが国際通貨危機への対応をみ ると,ECが 独
自の地域通貨制度(EMS)を作 りドルに対応 した
のに対 して,日 本は,通 貨価値を低下させた ドル
危機を半ば救済する形で対応 した。 この点が通貨
危機に対す るECと 日本の違 いなのである。その
後世界経済は,国 際石油危機 と国際通貨危機を両
軸 として動揺を続けた(この点は,拙著,『世界経済
の新構図』]983年,新評論,第1部 第2,3章 を参照
されたい)。
さ らに第2次 石油危機(1979年末)を契機に,世
界経済は,工 業のエネルギー源 としての石油 に依
存 したがゆえに,共 通に停滞 した。 この結果,雇
用情勢は深刻化 し,欧米先進国では,戦 後最高の
失業率を記録 した。 したがって各国で保護貿易主
義の圧力が高まったのである。82年度 のOECD
の レポー トは,こ う発表 している。米国,EC加
盟国,日 本,そ の他の先進国を含 んだ国の完全失
業者数は,3200万人以上に達 した と。1982年度
の『経済白書』で さえこう指i摘した。「世界経済は,
二度にわた る石油危機に見舞われた。石油価格の
大幅上昇は,世 界の国際収支構造 を一変させ,国
際流動性の著 しい偏在をもた らす とともに,産 油
国への所得移転に伴 う世界経済の有効需要の減少
は,先 進国経済を不況に陥れ,非 産油発展途上国
の経済情勢を極度に悪化 させた」とい う。
この指摘は,先 進国経済の不況の深刻性 と途上
国の借金経済への転落 とい う認識であった。石油
危機の現象的分析 としては,一 面で正 しい認識 で
あるが,他 面ではその本質的要因を突いていない
といって よい。
当時 の世界経済の同時不況の原因は,国 際通貨
制度 自体に内在する矛盾 と先進国の工業製 品の原
・燃料を低価格で購入 してきた価格構造の矛盾 に
ある。 グローバルに表現す るとすれば,こ う整理
す ることができる。80年代初頭の世界経済 の同時
不況は,戦 後米国を中心に先進国の世界経済化の
「安定」を構築 した といわれるIMF体 制 とGATT
体制の もっている体質的矛盾 にあった といってよ
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い。IMF体 制は,戦 後の国際収支 の不均衡性 と
通貨の不安定性を,国 際的な政策視点か ら調整 し,
国際通貨の安定 と参加国の雇用の安定 と所得水準
の向上を 目的 としたものであったが,ド ル 鷹金の
基軸体制が崩壊 した以上,IMF体 制それ 自体 の
存在が問われだしたのである。 とくに ドル価値の
低下は,米 国の国際収支が大幅な赤字に転化すれ
ぽす るほ ど,そ の体制は不安定にな らざるをえな
い。他方,自 由,無 差別,多 角の性格を もってい
るGATT体 制は,2つ の危機が深刻化すればす
るほ ど,米 国は,保 護貿易主義的対外経済政策を
打ち出さざるをえない。 同時に,他 の加盟国 も,
それに対抗す る措置を選択せ ざるをえず,そ れは
リージ ョナ リズムを台頭 させ るシステムを作 り出
したのであ る。世界同時不況 の要 因 は,従 来 の
GATTとIMFの 両体制のあ り方を迫 り,新 し
い次元での改革を迫 ったのである。従来 の世界経
済 が ドル 器金基軸通貨体制を前提に してきたこと
に よって支え られてきたのが,ド ル自体 の弱体化
に よって従来の国際経済のル ール も,も はやその
神通力を失 ってしまったのである。 この点の厳 し
い反省か ら世界経済のあ り方を問わない限 り,世
界経済の真の安定性はえ られないのである。米国
やEC,日 本は,実 質的にその本来的機能を失 っ
て しまったIMF,GATTの 再構築を しなければ
な らない。同時に,世 界経済におけ るソ連主体 の
コメコン体制 も西側 との交流を部分的に図ってい
る限 り,そ のイソパ ク トを受けざるをえなかった。
ところで問題に返ろ う。1947年に誕生 したGATT
の前文にこ う書いてある。 「貿易及び経済的努力
の分野におけ る相互関係が生活水準を高め,完 全
雇用並びに高度のかつ着実に増加する所得額及び
有効需要量を確保 し,世 界の資源の完全な利用を
発展 させ,並 びに貨物の生産及び交換を拡大す る
目的を もって導かれ る」 と。
この前文を整理す るとこ うである。第1は 貿易
の分野におけ る各国の相互協力関係が生活水準,
完全雇用,実 質所得増加,有 効需要 の確保を図 る
とい う主張であ り,第2は,世 界の資源の合理的
利用 と配分であ り,第3は,第1と 第2に 基づい
た財貨の生産 と交換の拡大にあった。
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だがこ うした目的 も,先 進国間の生産力の競争
の中で,2つの石油危機 と通貨危),r直面 し,その
目的に反す る方 向に進 んだ。世界不況は,先 進国
において,高 失業率 と物価高,公 害,環 境破壊を
もた らし,完 全雇用の達成 もできず資源の合理的
配分ではな く資源の無秩序的浪費に よる自然の生
態系破壊を もた らし,今 日の地球環境の汚染の源
泉になったのである。「世界の資源の完全な利用」
は生産第1主 義に基づいた多国籍企業の成長至上
主義の結果にある といえるのではないか と思 う。
(2)グローバ リズム と しての資 本の相 互浸 透 を
考 える
一方 ,1980年代 に入 って世界 不況 が深 刻 にな っ
て い るに もかか わ らず,多 国籍 企業 の活動 は,め
ざま し く発 展 した。例 えぽ,1960年,米国 の海 外
直 接投 資残 高320億ドル,英 国が101億ドル,日 本
が た った5億 ドル であ った。 ところが1971年には,
米 国821億ドル,英 国237億ドル,日 本44億 ドル で
あ り,1980年に米 国2,156億ドル,英 国742億ドル,
日本371億ドルで あ り,1985年に は米 国2,327億ド
ル,英 国1,169億ドル,日 本440億ドル とそ れぞれ
急上 昇 して い る。恐 ら く1990年に 日本 は1500憶
ドル にな るで あろ う。
1981年の統 計で は,多 国籍 企業 は1万 社 以上 で
あ り,そ の20%が米 国系多 国籍企 業 であ り,西 ド
イ ツsイ ギ リスが,そ れ ぞれ14%,日 本 は6%ほ
どで あ る(J.M.StopfordandJ.H.Dunning,Multi-
nationals,CompanyPerformanceandGlobalTrends,
1983)o
こ うしてみ る と,1980年代 に入 って米 国 の国 際
収 支 は,一 貫 して赤 字で あ るに もか かわ らず,米
国系多 国籍 企業 の海 外 におけ る生産,流 通,販 売
を通 しての活躍 は依 然 として大 きい。世 界経済 は
まさに地球 経済 化 した ので あ り,ボ ー ダ レスエ コ
ノ ミーを定着 化 させ た ので あ る。
1989年のrジ ェ トβ白書 』(日本貿易振興会)に よ
る と,1987年末 におけ る主 要先 進 国(米,西 独,英
国,カ ナダ,オ ランダ,日本)の 海 外投 資残 高 を 基
に した 推計 に よ ると,同 年末 の世 界 の直接 投資残
高 は9,628億ドルで,前 年 末 に比べ て26.1%の増
で あ る。 こ こで,注 目す べ き点は,米 国 の海外 直
接 投資残 高 は依然 として第1位 で あ るが,80年か
ら86年の問 に,海 外直接 投資 残高 の割合 が,全 体
の45.7%から31.5%へと縮 小 した の に対 して,英
国は15.3%から18%へ,オ ラソ ダは6.8%から7.4
%へ,西 ドイ ツは8.3%から8.9%へ,日 本は6.7
%か らなん と10.0%へとそれ ぞれ シェアを拡 大 し
てい る。一 方,ア ジアNIESも 海 外直 接投 資 を漸
増 させ てい る。
最 近 の先 進 国の海 外投資 の動 きをみ る と,先 進
国 間の海 外 相互 直接 投資 また は資本 の相 互浸透 が
活発 化 して い る点 であ る。米 国 の対 外直 接投資 残
高 は87年末 の統計 では,3,083億ドル,日 本 は,
そ の9分 の1の336億 ドルで あ る。 日本 の直接 投
資 の ウェー トは,依 然低 い。
米 国 の海外 投資 を地域 別 にみ る と,欧 州 向けが
54.3%であ り,日 本,ア ジア向 け も急増 してい る。
と くに製 造業部 門 へ の ウェー トが高 く41%であ る。
一方 日本 の海 外直 接投 資の主 な特 微は ,北 米 向け
投 資 が46%,欧 州 向 け投資 が20%,以 下 ア ジア,
そ の他 とな って い る。 最近,製 造 業投資 か ら,金
融,保 険業,サ ー ビス業へ の投資 が急増 してい る。
カジノ資本 主義 的投資 で あ る。
米 国へ の外 国か らの投資 をみ る と,80年 末 の
655億ドル か ら87年末 に2,619億ドル と急増 してい
る。 この増 大 した理 由は,英 国,日 本,オ ラ ソダ,
フ ラソスの各資 本が製 造業 を中 心に投 資 を拡大 し
たか らで あ る。 こ うして先 進資 本主 義国間 の資 本
の 相互浸透 は進 んでい る。
海 外直接 投資 をめ ぐる先 進 国間 の相互投 資 の活
発 化は,世 界経 済 が,い か に グ ローバ ル化 したか
を証 明 して い る。資 本 の相互 浸透 は当然,モ ノ,
サ ー ビス,ヒ ト,技 術 の相互 浸透 を進 め る。 ここ
で,あ えて,先 進 国 の民 間資本 の相互 浸透 の状況
を,数 量 的 に示 して お くこ とに しよ う。1987年末
の 日 ・米 ・欧 間 の直接投 資残 高 の流れ は こ うで あ
る。米 国か ら欧州 へ の直 接投 資は,1,490億ドル,
欧 州か らの米国 への直接 投資 は1,780億ドルで,
そ の差 額 は米国 マ イナス290億 ドルで あ る。 米国
か ら日本 への直接 投資 は,わ ずか40億 ドル に対 し
て,日 本 か ら米 国へ のそれ は502億 ドル であ る。
世界経済におけるグmバ リズム,リ ージ隷ナ リズム,ペ レス トロイカそしてわが地域主義
日本の資本収支黒字は462億ドルである。 日本か
ら欧州への直接投資は201億ドルに対 して欧州か
ら日本への直接投資は210億ドルで,ほ ぼ均衡 し
ている。 こ うしてみると,米 ・日,米 ・欧の相互
直接投資はアンバ ラソスである。米 ・欧の直接投
資 は,1960年代 の米国系多国籍企業の欧州への一
方的傾向だったのが,80年代後半,欧 州系多国籍
企業の米国への積極的投資が目立 っている。
こ うしてみる と,資本の国際的循環 はかな り強
化 され,グmパ リズムは,定 着 しているといっ
てよい。資本のグmバ リズムは,国 家を こえて
作動 し,国家に規制 されなが ら作動 している。
(3)198①年 代 の世界 貿易 の不 均等 発展 を考 え る
こ うした資 本 の国際 的集 中の 発展 は,そ の 前提
と して商 品 の国際 市場 で の実現 としての世 界 貿易
を 拡 大 した。資 本 と商 品 の相 互補 完関 係 が国際 的
に発 展 し てい るQ
世 界 貿易 は,数 量 ベ ースで1987年5.5%増か ら
88年8.5%増に な った し,80年代 最 も増大 した84
年 水 準 を上 回 った 。先 進 国 では,世 界 貿易 の伸 び
率 に並 行 して,輸 出は88年に,前 年の5.5%増 か
ら8%増 にな った。輸 入 は前年 の6.5%増 か ら9
%増 にな った。 発展途 上 国 の輸 出は前年 の7%増
か ら9.5%増にな り,輸 入 は前年 の3.3%増か ら10
%増 とな った。商 品別 で は,工 業製 品が10.5%の
増 で あ り,鉱 産物 も7%増 とな った 。工 業製 品,
鉱 産物 の伸 び率 が高か ったのは,世 界経済 の 「好
調 性 」の反映 で あ る。 だ が農…産物 は,米 国農 業 地
帯 のか んぽ つに よ り,生 産 が減 少 し,世 界農 産 物
の 貿易量 は4%増 に と どま った(GATT,Interna-
tionalTrade,1989)0
世 界経 済は,1982年の景気 後退 の どん底か ら,
徐kに 上 向 きを始 め,84年の世 界 実質 成 長 率 は
4.3%の高成長 率(こ の年米国6.8%,日本5.0%,EC2.
7%,NIESIO%台)をみ せた あ と,85年3.040,86
年3.2%,88年3.8%とな った。88年は,先 進 工業
国(米 国4.0%,日本5.8%,EC2.9%)を中心 に拡大
の テ ソポを示 した。 こ こで 目立 った世 界経済 の動
きの中味 をみ る と,87年の成長 率 は,86年を上 回
り,3.3%と緩慢 な伸 び を示 した点 で あ る。 これ
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には,ア メ リカの輸 出が 若干好 調 をみせ た こ と,
同時 に民 間の設 備投 資 の増 大 にあ った ことな どで
あ った。 日本は,87年か ら,内 需拡 大 の景気 回復
局 面 に入 った こ と,し た が って 日本 は,88年5.8
%の 実 質成長 率 とな った。ECも,民 間設 備 投 資
の拡 大 に よって,2.9%にな った。
発 展 途上 国につ い てみ て も,非 産油 国 の成 長率
は,86年の5.7%から87年4.6%と伸び を鈍 化 させ
た。 だ が ア ジアNIES諸 国 は9.8%の高成 長 をみ
せた 。 ちなみ に87年 の ア ジアNIESの 輸 入額 の
合 計1,566億ドル は 日本 の輸 入額 を上 回 る水準 と
な って い るこ とに注 目した い。い まア ジアNIES
の発 展 を量 ・質 ともに注 目す べ きで あろ う。 そ の
逞 しさの要 因は 何か を改 めて 検討 すべ きで あ ろ う。
1980年代 後半 は,ア メ リカの景 気回復 に よって,
87,88年と実質成 長 率 も3.3%,3.9%と上 昇 して
い る。 住宅 投資,同 関連設 備 投資,消 費 需要 の拡
大 が進 む中 でt設 備投 資 の需要増 が活発 化 した。
そ の要 因は 一方 でEC,日 本 の内需 拡大 に基 づ く
輸 出 と設 備 投資 中心 の需要 拡大 に よる もので あ る。
1986～88年の ア メ リカ国 内の景 気拡大 は,前 述 の
EC,日 本 だ けでな く,ア ジアNIESか らの輸 入
とな って現 出 した。 この こ と自体 が 日 ・米 ・欧 ・
NIESの貿易 摩擦 を作 り出 した ので あ る。
この状 況 を,1989年版 のr通 商 白書』 に よ って
整理 してみ よ う。
1987年,1988年の米 国の対 日本,対EC,対 ア
ジアNIESの 三地 域 間 の貿易動 向をみ る と不 均 等
発 展 の拡大 で あ る。 米 国 と他地 域 との貿 易 をみ る
と,貿 易赤 字 の連 続 で あ った 米国 は,全 地域 に対
して暫 くぶ りで輸 出が小 幅 なが ら拡 大 した。 米 国
は 日本 に対 して,87年輸 出282億 ドル に対 して輸
入845.8億ドル,マ イナ ス563億 ドルで あ った。
依 然 として米 国は大 幅赤字,日 本 は大幅 黒字 で あ
る。88年には,米 国 は 日本 に対 して377。3億ドル,
輸 入898億ドル,マ イナ ス520.7億ドル であ る。米
国は 日本 に対 して対年 比,辛 うじて42.6億ドル輸
出を増 加 させ た。 この背景 に は,日 本 の内需拡 大
の効 果 が あろ う。87年,対ECに 対 して は,輸 出
605.8億ドル,輸 入811.9億ドル で,マ イナ ス206.1
億 ドル,と ころが,88年には輸 出759.3億ドル,輸
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入849.9億ドル,マ イナス90.7億ドルつま り対EC
貿易収支116億ドル改善 し,91億ドルの赤字 とな
った。 とくに対 イギ リス,対 西 ドイッ収支が改善
した。ECの 中では,対 西 ドイツ以外はすべて米
国が黒字にな った ことが特徴的である。対 アジア
ニーズ貿易は,87年輸出235.4億ドル,輸 入576.6
億 ドルで,マ イナス341.3億ドルであ り,88年,輸
出348,8億ドル と約48億ドル増加 し,輸 入 も632.3
億 ドル と増加した。つ ま り貿易収支は58億ドル改
善 したが,284億ドルの赤字になっている点であ
る。米国は当然アジアNIESに最恵国待遇をやめ
た。今後 アジアNIESは,対米国貿易を厳 しい態
度で政策転換をせ ざるをえないであろ う。
1980年代後半の世界経済は,ア メ リカ,日 本,
EC,アジアNIESの成長の中で,拡 大基調にあ
る。その内容は,依 然 として世界貿易の不均等拡
大にある。したが って,こ うした経済圏は,世 界
経済の商品 と資本の循環的運動を伴 って発展 して
い る点である。だか ら,貿易不均衡 の矛盾の循環
で もあ る。 日米貿易摩擦は,構 造摩擦に発展す る
であろ うし,日 本は,本 格的な輸入拡大を図 り,
内需を拡大しなければな らないであろ う。 もちろ
ん,米 国自体の経済体質の改革,企 業の国際競争
力を高めなけれぽな らないであろ う。ちなみr
私の推計で も,日本が対米の関税率をゼ ロにした
場合に,い まの米国か らの輸入が20%増加す るだ
けで,約60億ドルであるか ら,問 題にな らないで
あろ う。米国の製造業の生産を どう向上させ るか
にある。
ところが,ア メ リカは,製 造業生産性,時 間当
た り賃金,単 位労働 コス トの上昇率をみ ると依然,
旧来の水準に もどっていない。生産性は70年代に
低下 しつづけたが,83年以降の景気上昇の中で比
較的順調に上昇したが,60年代のような上昇率は
み られない。だが,1983,84年は一時的に上昇し
たが,88年には再び鈍化 している。 これは相対的
な設備投資の鈍化にある。 したが って米国内にお
け る労働生産性が低下す るのは当然である。 とり
わけ,米 国系の多国籍企業が,国 内の産業 の空洞
化をしてまで,前 述 し た よ うに,EC,ア ジア
NIES,日本において活躍 していることを無視で
きな い。1987年の米国 の民 間企業 の海外 直接投 資
は,3,088億ドルで,日 本 の770億ドルの4倍 強で
あ る。 イギ リスの2倍 近 く,西 ドイ ッの3倍 で あ
る。 もちろん,米 国多 国籍 企業 の海外 直接 投資 の
伸び 率は19%ly`...低下 して い るが,依 然 として,グ
mバ ルに活動 してい る。 日本 の伸 び率 は33%,
西 ドイ ツ38.5%,英国 は30.8%であ る。 米国 は,
海 外直接 投資 に おいて圧 倒 的な強 みを もって い る
が,国 内 の生 産性 は1984,85年と上 昇 したが,そ
の後鈍 化傾 向を示 してい る。 他方,前 述 した よ う
に,88年の貿易収 支 は,1265.3億ドル の赤字 で あ
り,経 常収支 は1353.3億ドルの赤 字 であ る。 もち
ろ ん,88年は,87年に比べ て,赤 字幅 は,減 少 し
てい るが,1353億ドル の経常 収支 を どの よ うに減
らす かは,大 問題 で あ る。 と くに 日本 とNTESに
対 して,さ らに西 ドイ ツに対 し て,厳 し い 「開
放 」を求 め続 け るであ ろ う。そ れは 同時 に米 国 自
体 の企業 の競争 力 を どの よ うに図 るかに かか って
い る。
だが 米国 は,企 業 の競 争 力の低下 を さてお いて
貿 易収支 の大 幅 な赤 字 を解消 す る こ とを,対 日,
対NIESに おけ る保 護主 義政策 に求め てい る。 こ
こに問 題が あ る。 米国 は,民 間多 国籍企 業 の里帰
りで,生 産 性の 向上 の量,質 の発 展を政 策的 に対
応 せず に,む しろ 日本,EC,ア ジアNIESへ の
政 策 的強制 の中 で解決 し よ うとして い る。 この点
が間違 った政策 な のであ る。 もち ろん,こ の理 由
は,米 国 の製造 業 の国際競争 力が低下 した こ とに
あ る。 ア メ リカ製造業 の国際貿易 に占め る地 位 を
み る と,一 貫 して低下 してい る。 と くに80年代初
の15%か ら86年に は11%に低下 してい る。 これ に
対 して 日本 は上 昇傾 向にあ り,85年16%であ り,
87年には12.5%にな ってい る。 この 日本 の低下 は,
日本 の金融資 本,非 製造 業 の比重 が多 くな ってい
るか らで ある。 したが って,米 国 内に おけ る製 造
業 の地位 は 相対 的 に低下 してい る。 この点は,米
国のサ ー ビス経済 化が進 み,非 製造 業 の ウ ェー ト
が増 大 して い る こ とを意 味す る。
こ うして,グ ローパ ルエ コノ ミーの進 展の中 で,
米 国製造 業 の国際競争 力は低下 して い る。 この点,
米 国は産 業改革 を ど うす るか を問われ てい る。 ま
世界経済におけるグmバ リズム,リ ージョナ リズム,ペ レス トロイカそしてわが地域主義
さに米国 に とって のペ レス トRイ カな ので あ る。
こ うした傾 向は,米 国 の対外 経済政 策 の大 きな
変 化 とな って表 面化 して い る。 米国 は,1980年代
に入 って,大 幅 な貿易 赤字 を 出す こ とに よって,
次 第 に対 外債 務 を増 大 させ,1985年には1,265億
ドル とい う巨額 な貿 易赤 字 を出 し,87年には1,521
億 ドル と過 去最 高 の赤字 を記 録 した。88年につ い
ては,輸 出の漸増 に よって好転 した とは い'1,198
億 ドルで あ り,依 然 大幅 な赤字 で あ る(TheC・m-
mercial.DevelopmentofUSA,SurveyofCurrent
Business,1988),88年には 1,353億ドル とい う
経常収支 の大幅赤字を記録 した。 こ うした結果,
アメリカの対外純資産は,85年にマイナスに転 じ,
87年には,マ イナス3,682億ドル(対GNP比8.2%)
とい う世界最大の純債務国 となった。
基軸通貨 国である米国を中心 として対外収支は
不均等に拡大 し,国 際的に資金の偏在 と,莫 大な
資金需要を発生 し,こ の間の調整をまか されてい
るのが,G5で ある。だか らこの対外収支 の不均
衡が極端 に拡大すると,金 融恐慌 が発生 しかねな
い。 したが って米国,そ の他の赤字国は,巨 額の
資金を黒字国か ら調達 し,そ の穴埋めを しようと
し,他 方 日本,西 ドイツな ど黒字国は,余 剰資金
を為替変動や金利変動の リス クを管理 しつつ,円
滑 に運用 しようとす る。 したがって資本 にとって
国際的自由化 と規制緩和を求め,最 大限の利殖を
図ろ うとす る。米国,EC,日 本の巨大投資機関
が,有 利な国際資本市場を求めて活発に展開する
のは,こ うした背景があるか らだ。
こ うしてモノ,カ ネ,ヒ ト,サービスのグ ロー
バ リズムが普遍化する。グ ローバ リズムがい まや
資本主義世界に定着 しつつある。 モノ,カ ネ,サ
ービス,ヒ ト,技術が国境を越えて運動す る。モ
ノ,カ ネの国際的運動の担い手は,多 国籍企業な
のである。 この点は多国籍企業のあ り方,そ の国
連次元 の規制のあ り方については,拙 著 『世界経
済の再建』(新評論1988年,第2章)を参照 された
い。多国籍の市民的規制なしに世界経済の発展は
ないと考え る。
(4)先進国の資本の相互浸透の中でM&Aの 増
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加 を考 える
以上,米 国,EC,日 本 の外 国貿易 を め ぐる不
均 等発展 を軸 に,そ れ ぞれ の資本 輸 出入 をめ ぐる
不均 等発 展 も明 らか にな った。世 界は,ボ ー ダレ
ス ・エ コノ ミー時代 を迎 え たので あ る。 あ るい は
グ ローバ ル経済 の 「進 展 」で あ る とい って もよい 。
国際 的資本 の論 理か らいえば,先 進 国 のNIESに
おけ る資 本 は,そ れ ぞれ安 い労 働 力,豊 富 な消費
市場,現 地 の国家 的安 全保障,現 地 の企業 との合
弁,現 地 の雇 用吸 収,現 地 の官僚 シス テ ムの利用,
現地 の関 連企 業 の退職 者 の再 雇用,社 会資 本 の条
件 な どを考慮 して,進 出す る。 それは,自 国 にお
け る競争 関係 に あ る企業 との対抗 力を秘 め な が ら
進 出 し,現 地 での市場 拡 大 のみ な らず,現 地 企業
の吸収 ・合 併 を図 る。
先進 国間 に おけ る資 本 の相互 浸透(海 外相互直接
投資)の 行動様 式 の 中には,M&A(Mergerand
Acquisition,Mは企業の吸収合併,Aは相手企業の従業
員,技 術 経営のノウ ・ハ ウを含めて買収する)の 活
発 化を み る こ とがで き る。
米国企 業は,先 にみ た よ うに製 造業 の 国際競 争
力 が低下 す るに したが って,企 業 は短期 的 に高 収
益 を ものに しよ うとす る経営 戦略 を展 開 した。 そ
れ がM&Aを 通 じての リス トラ クチ ュア リングの
達 成 に あ った。 例 えばA企 業 が,最 大 限 の利 殖 を
求め る経営 戦略 を展 開 し,低 収 益分 野,不 採 算分
野 か ら撤退 し,事 業 部門 の売却 も平 然 と行 う行動
様 式 を とる。 これ がM&Aで あ る。
米国 に おけ る87年の外 国企業 に よるM&Aは,
220件であ り,件 数 は86年に比較 して減少 した が,
金額 で は404億 ドル で,前 年比64.7%増加 した。
W.T.GRIMM&CO.のMergerstatReview
1988年に よる と,1983～87年のM&Aに よる買 収
され た業 種 の トップは銀 行 ・フ ァイナ ソスで あ り,
1,640件であ り,2位 が そ の他サ ー ビス829件,3
位 が卸売 業690件,4位 小売 業653件,以下 コソピ
ュー タ ・ソフ トウェア,工 業 用 ・農 業用 機 械,医
薬 品 ・医療機器,な どの順 にな って い る。 ここに
明 らかな こ とは,サ ー ビス業 が主位 を示 してい る
点 に あ る。 米国 の製造 業 の海外 依存 の傾 向 と,経
済 の サ ー ビス化 の傾 向を,米 国 におけ るM&Aは
一28一 世 界 経 済 にお け る グ ロ ーバ リズ ム,リ ージ ョナ リズ ム,ペ レス トロ イ カそ し て わ が地 域 主 義
表 わ してい る。 さ らにM&Aは,買 収金額 が莫 大
に な るため,新 しい買収 方式,つ ま り,A企 業が
B企 業 の買収 に あた って,B企 業 の資産 を担 保 に
多額 の借入 金 を用 い るLBOを 利用 す る。LBO
とはLeveragedBuyoutの略 語 であ る。借 金
して,相 手 企業 を買収 す る ことに あ る。 その 内容
は こ うで あ る。株 式上 場 して い る企業 が,自 社 株
の買 い戻 しに よって上 場 して いな い企業 にな る こ
と,自 社株 を買 い戻 す ため には,莫 大 な資金 を必
要 とし,こ の資金 を関連 銀行 か ら借 りる。 買収側
は,自 己 資本 が 少ない ため,Leveragedっま り
テ コを使 用 した買収(BuyOut)の方法 で 金 融 機
関 か ら資 金 を借 りて,相 手 企業 を買収 す る とい う
意 味 であ る。 この方式 に よる買 収件数 は,88年に
250億ドル といわ れ る。LBOで あれ,M&Aで あ
れ,そ れ ぞれ の企業 は,経 営 の活性 化,合 理化 に
よる国際競 争 力に対 抗で きる とい う戦 略 を もって
行動 してい るが,企 業本 来 の活動,と くに研 究 開
発,設 備 投資 の不足,企 業 内の技 術 開発 の 自主性
を 失い,企 業 の活 性化 を損 う傾 向が あ り,カ ジノ
資 本主義 化 を招来 してい る。 労働 者 に とって この
点 をた えず監視 の対 象 に し,公 的規制 をすべ きで
あ ろ う。
M&Aの 活発 化 は,米 国 のみな らず,英 国,西
ドイ ツな どのECに も及 んでい る。
英 国 で のM&Aは,1987年 に1,125件,154億ポ
ン ドで,西 ドイ ツで は,87年に239件,そ の他 フ
ラ ソス,イ タ リアで も活 発化 して い る。 と く に
ECに おけ るM&Aの 運動 の活発 化 はS米 国,日
本 の企 業 への対 抗意識 が 強 い。 カ ジノ資 本主義 化
は,グ ローバ ルに進 行 して い る。 この結 果 として
は,先 進 国市場 で の リス トラクチ ュア リングの進
行 と重 な って い る。
『1989年,ジェ トR白 書 』(日本貿易振興会)に よ
って具体 的事 実を示 して お く。
例 え ぽ,化 学業 界に おい ては,西 独 ヘ キス ト社
に よる米国 セ ラ ニーズ社 の買収,英 国ICIに よる
ス トフ ァー ・ケ ミカル社(米 国)の 買 収,ICIに よ
るス トフ ァー ・ケ ミカル社(フ ラソス)へ の売却,
イ タ リアの モ ソテ ジ ソソ社 とユ ニ ケム社lrよる合
弁 新会 社設 立,米 国 ダ ウ ・ケ ミカル社 のモ ソテ ジ
ソソ社 への資 本参 加な どにみ られ るM&A,合 弁,
提 携 の事例 は枚挙 に い とまがな い。 食 品 ・飲料 ・
タバ コ業界 では,米 国 フ ィ リップ ・モ リス社 に よ
る米 国 クラフ ト社 の買収,ネ ッスル社 に よる英 国
ラ ウン トリー社 の 買収,英 国 カ ドベ リー ・シ ュワ
ップ ス社 に よる チ ョコラ ・プー ラン社(フ ランス)
の買収,英 国 グ ラソ ドメ トRポ リタ ソ社 に よる米
国 ビルス ベ リー社 の買収 提案,日 本 のサ ソ トリー
と英 国 ア ライ ド・ライオ ソズ社 との提携 相 互資
本 参加 な どが あ る。 自動 車,電子,電気 な ど機 械業
界で は,米 国 クライス ラー社 に よるイ タ リアの ラ
ソボル ギー 二社 の 買収,マ セ ラ ッテ ィ社 への資 本
参加,イ タ リアの ラ ンボル ギー 二社 の合弁 に よる
自動 車販 売会社 の設 立,フ ラソス ・トムソ ソ社 に
よる米 国GE社 の家 電部 門 お よび英 国 ソー ソEMI
社 の テ レ ビ部 門 の 買収,イ タ リア ・SGS社 と ト
ム ソソ社(半 導体部門)の 合 併,ス ウx一 デ ン ・ア
セ ア社 とス イス ・ブ ラウ ソ ・ボベ リ社 の合 併 な ど
が その例 で あ る。
つい でに,1989年の 日米間 の主 なM&Aの 動 き
を み る と,ソ ニー社 に よる米 国 コロ ンビア ・ピ ク
チ ャー ズ ・エ ソターテ ィンメイ ト(ハ リウッド映画
会社)の 買収(100%株式所得),第一勧 業銀行 に よる
CITグル ー プ(リース ・金融会社)の 買収(60%株式
所得),京 セ ラに よる米 国AVX社(電 子部品 メー
ヵ一),藤沢薬 品工 業 に よる ライ フ ォメ ソ ト社(製
薬会社)の 買収(100%),山之 内製薬 に よる米 国 シ
ャク リー社(製薬会社)の買 収(100%),三菱地 所 に
よる ロ ックフ ェラー ・ビル 会社 の買収 な どであ る。
一方 ,米 国 の企業 に よ る 日本 の企業 の買収 につ
いて み る と,フ ォー ド社 に よる オー トラマ(自 動
車卸売)の 買 収(34%の資本参加),米 国 ブー ソ社 に
よる小糸 製作所(自 動車部品 メーカー)へ の 資本 参
加(ブーソ社のピヶンズが小糸株を取得,同 社に経営参
加を要求,し かし小糸側はこれを拒否),米 国 シソ コ
社 に よる 日本 シンシー ト ・メタルズ社(日新製鋼の
米子会社)の 買収(xoo%株式所得)な どが 目立 った 。
日本 企業 の対 米M&Aの 件数 は,1985年以降,円
高 ・ドル安 が具体化 す る中 で,急 速 に 増 加 し た
(US.BusinessWeek,Sept.1989)。なお 年の 日
本 の海外M&Aの 件 数 は,対 米国約120件,対EC
世 界 経 済 にお け る グ ロ ーバ リズ ム,リ ー ジ ョナ リズ ム,ペ レ ス トロイ カそ して わ が 地 域 主 義
約55件,対アジア約50件になっている。従来の日
本企業に よるM&A件 数の60%が米国に集中 して
いる。前年 と比較 してみると,対 米国への件数は
若干低下,対EC件 数が増加 している。
こうしてみ ると,米 国,EC,日 本の多国籍企
業は,国 境を越えて,同 業種間,異 業種間での資
本の合弁化,相 互資本参加,共 同研究開発事業を
展開 し,国 内における同業種間の競争を国際市場
に持ち込み,同 時に異業種間での合弁事業を積極
的に進めている。多国籍企業は地球的視野で,グ
ローバルな経営戦略をもって活動 し,最 も多国籍
企業にとって,効 率的な生産,流 通,販 売,研 究
開発体制を 目指 してい る。資本に とって,国 境を
越えて活動す ることにより,極大利潤の獲得を 目
指 していることはい うまで もない。まさに市民に
とって地球企業の脅威 とな りつつある。
問題は,ボ ーダレス ・エ コノ ミーが深化す る中
で,世 界経済は,新 しい事態に直面 した。
(5)グmバ リズム と リー ジ ョナ リズム
ー 一米加自由貿易協定と1992年EC単一
市場統.a.Aを考 える一一
米国 は 日米 貿易摩 擦 が深 刻化 す る中で,米 加 自
由貿易協 定 を結 び,1989年1月か ら発 足 して い る。
一方 ,ECは ユ992年単一 市場 統合 を 目指 してい る。
世界 経済 の グ ローバ リズ ムの中 で,ECは 地 域主
義(Regionalism)を志 向 してい る。
そ れ では,世 界経 済 の グmバ ル化 の中 でなぜ,
地 域 主義 が台頭 したのか。 この点 の問題 か ら入 っ
てみ よ う。
1980年代 中頃 か ら世 界経 済 の再編成 が急 速 に進
んだ のは,米 国,ECの 生 産 力が低下 し,日 本,
NIESの企業 の対 外競 争 力が高 まったか らで あ る。
と くにECは1983年,84年,対 外 貿易 は極端 な赤
字 に直面 した こ と,同 時に ア メ リカ も同 じ傾 向を
示 した。 この こ とは,従 来 のGATT体 制,IMF
体 制 の枠 内 では,経 済協 力 関係を 維持 で きな くな
った こ とを意味 す る。 した が って 米国 は カナ ダ と
自由貿易協 定 を結ぶ こ とに よって,世 界経済 に お
け る地 域市 場圏 を確保 し,日 本 とECの 生産 力 に
対 抗 す る こ とを企 図 してい る。 一方,ECは1992
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年を 目途 に,域 内市場圏の従来の障害条項を取 り
は らいつつ,文 字通 り国境のない市場を企図 して
い る。その背景には,米 国,カナダ,日本,NIES
に対するヨーロッパ市場圏の優位性を保持す るこ
とがある。それは,あ とでふれるが,EFTA,東
欧,ソ 連 との経済協力を意図 しているとい って も
よいであろ う。 日本は,ASEAN,オ ース トラリ
ア,ニ ュージーラン ド,米国を含んだ,太 平洋経
済協力を企図 してい る。
世界経済 における グローバ リズム と地域主義
(リー ジ。ナリズム)は,一 方で 「自由貿易」 の原
理を保持 しなが ら,他方 で,地 域的経済利益を優
先 した地域主義圏を豊富 にするとい う点で,戦 前
のブロック化 とは異なっている。この点では現時
点では両大戦間期におけるポ ン ド圏,ド ル圏,マ
ル ク圏,フ ラン圏,円 圏などにみ られた ような圏
内における支配 ・従属 とい う垂直的経済統制を維
持 し,圏 外に対 しては排他的権力的対抗的保護主
義的秩序体制を維持する とい う将来的には破滅的
な帝国主義的支配,帝 国主義戦争を導出 したシス
テムとは,本 来的に違 っている。その根本的理由
は,市 民社会型民主主義,情 報公開型民主主義が}
旧来のブ胃ック化を抑止 しているか らである。 ま
たそ うでない限 り,先進国は,「なん の た め の」
企業の国際化 なのか,「なんのための」経済協 力
協定なのか,そ の意味がわか らな くなる。だが し
か し,資 本の国際的活動 の本質は,自 己増殖化に
ある。だか ら,各 国の政府が労働者,市 民 の生活
のための産業のあ り方,生 活のあ り方,環 境保全
のあ り方,地 球環境保全を前提 として,企 業の国
際化を監視 しなけれぽな らない。 グmバ リズム
とリージョナ リズムも,た えず,市 民の 自治,自
由,平 等の視点で,監 視 しなけれぽならない。
こうした問題意識を前提にして,改 めて,米 加
自由貿易協定,1992年EC単一市場論を取 りあげ,
その問題点を究 明したい。
まず米加 自由貿易協定をみ ると,そ の 目的は,
相互の経済の活性化,す なわち産業 の国際競争力
を強化す る点にある。その背景をみると,両 国の
地理的共通点をもってい ること,米 国の要望 とし
ては,国 内における強力な保護主義を緩和させる
一一30-一 世 界 経 済 に お け る グ ロー バ リズ ム,リ ー ジ ョナ リズ ム,ペ レ ス トロイ カそ して わ が 地 域 主 義
ため に この協 定 を主張 した こ と,米 国側 が競争 力
に おいて す ぐれ て い る製 品,た とえば エ レ ク トロ
ニ クス製 品 な どについ て,カ ナ ダ市 場 を開放 させ
る こ と,米 国側 は,カ ナ ダの金融,流 通,保 険等
に係わ るサ ー ビス産業 へ の参 加 を企図 してい る こ
と,関 税撤 廃 に よって カナ ダの市 場 開放 を促進 し
た こ と,な どであ る。 これ には,米 国側 の産 業競
争 力の低下 を ぽんか いす るため に,カ ナ ダ市場 を
必要 としてい るこ とが 明瞭 で あ る。一 方,カ ナ ダ
側 は,対 米 国へ の輸 出拡 大 に伴 う摩 擦 をで きるだ
け回避す る こ と,米 国 の 巨大市 場 を確保 し,地 理
的に優利 な地 位 を活用 した い こ と,両 国市場 で の
カナ ダの企業 の競 争 力を高 め る こ とな どが,そ れ
ぞ れ の 「自由貿易協 定 」の理 由であ る。
この協 定 の 内容は,関 税 の相互 撤廃,輸 出入制
限 の撤 廃,緩 和,サ ー ビス,金 融 ・投 資 の 自由に
関す る条項,相 殺関税 及 び ア γチ ・ダソ ピ ソグ税
に係 わ る二 国 間紛争処 理 手続 き等 を含 む もので あ
る。 と くに関税 につ い ては,89年1月1日 以降,
3つ の カテ ゴ リーで関税 を撤廃 す るこ と とし,そ
の業 種 の事情 か ら,最も長 期間 を必要 とす る,農産
物,鉄鋼,織物 等 につ い て も,89年か ら毎 年10%ず
つ 引 き下 げ,10年間で廃 止す るこ とを 申 し合 わせ
て い る。 ただ し,生 鮮果 実 ・野菜 等 につ い ては20
年 間は暫 定 関税を課 す こ とがで きる として い る。
米 加 自由貿易 協定 の 中で,サ ー ビス貿 易 の範囲 は,
多 面的 にわ た ってい る。例 えば,高 度 情報 通信 サ
ー ビス,コ ン ピュータ ・サ ー ビス,専 門サ ー ビス
(会計士,建 築家,エ ンジニア,科 学者,経 営 コンサル
タン ト等),旅 行業,保 険業 等 にわた って い る。
こ うした米加 自由貿易協 定 の短 期 的効果 につ い
ては,カ ナ ダ側 は,1993年に カナ ダのGDPの2.0
%増 加 し,輸 出数量 は3.4%の増 加,雇 用 面で は,
12万人 を吸収 す る と計算 してい る。
一方 ,米 国側 は,毎 年10～30億ドル の黒字が 予
定 され てい るとい う。
だ が,両 国 か ら離 れた,第 三 国か らみ る と,第
1に,貿 易 よ りも投 資を 重視 して い る こ と。つ ま
り外 国か らの投資 につ いて は,通 信 輸送,エ ネル
ギ ーに 関す る法律,慣 行 は現 状通 りで あ る。 ただ
し,米 国企業 の投資yTつい ては,カ ナ ダの投資 庁
の審 査が緩和 され る点で差 別的取 扱 いで あ る。 た
だ し,GATTの 精神 を 反 映す るた めな のだ ろ う
か,域 外の企業 が,米 加 いずれ に投 資す る場合,
北 米全体 を対 象 とした市 場戦 略 が可 能 とな る。 た
だ し,米 加 自動車協 定 が適用 され ない メーカ ーの
場 合,無 関 税 で,相 手国 に輸 出す る資格 を得 るに
は,自 動車 につ いて も,他 製 品 と同様 に直接 加工
コス トの北 米化 率(ロ ーヵル ・コソテソ ト)50%を
達成 しなけれ ぽな らない(前掲書,ジ ェ トu白書)。
この点 は,第 三国 を差別 して い る と批 判 され て も
無 理は ない。 そ うでな い限 り米加 自由貿易 協定 の
意 味 はない とい うか も 知 れな い。 ここに,「 自由
貿 易 」協 定 とい う名 の,第 三 国へ の排他 性が あ る。
この点 に関 す る限 り,地 域主 義的市 場保 護主i義を
貫 徹 して い る。 これは,両 国の 日本,NIES,EC
に対 す る競 争 力強化 の防衛策 として受 け とめ ざる
を えな い。
グ ローバ リズ ムは,リ ー ジ ョナ リズ ムを作 り,
それ を通 じて グ ローバ ルな行 為を企 業 に許 してい
る のであ る。
米 国の世 界市場 に おけ る地 位 が,い か に低 下 し
たか の 自己表現 で もあ る。 この背 景に は,日 本 に
対 して,厳 しい包 括的 貿易交 渉 で迫 り,政 治 的強
制 の中で,自 国企 業 の利 益 をはか るこ とをね らっ
て い る。
グローバ リズ ムの中で,地 域主 義 を一 貫 して具
体 化 した のが,ECな ので あ る。 この点に つい て
は,拙 稿 「激動 す るECの 現 状 と課題1992年
『ヨー ロッパ合 衆国 は成立 す る か』」(『改訂増補
現代 ヨmッ パ 経済論』第2部 第5章,新 評論,ユ988
年)を み られ たい。
ECの 成立 は,世 界経済 におけ る新 展 開で あ っ
た。1958年召一 マ条約 に基 づ くさま ざまな協 定 は,
米 国,ソ 連 に対 す る,ヨ ー ロヅパ の伝 統 と 自立 と
連 帯 の宣 言 であ った。そ の後,域 内の貿易 は活 発
化 し,ヨ ー ロ ッパは一 国次元 の エ ゴは許 され なか
った。共 同体 を通 じて,フ ランスの主張,西 ドイ
ツの主張,イ タ リア の主 張,オ ランダの主 張 をす
るこ と,つ ま り,経 済 的制 限主 権 を通 じて,西 ヨ
ー ロッパ の発 展 を考 え,行 動 して きた ので あ った。
す で にEC32年 が過 ぎた。 この評価 は,す でに行
世 界 経 済 に お け る グ ロ ーバ リズ ム,リ ー ジ ョナ リズ ム,ぺvス トロイ カそ し てわ が地 域 主 義
った。ECの 完成,強 化,拡 大 の共 同主張 は,そ
の後EC市 民社 会の ル ール と して表 明 され た し,
現 に実行 され つ つあ る。 そ の経過 につい て も,私
は,フ ァク ト・フ ァイ ンデ ィ ングを信 条 として,
2冊 の本 を書 い た。 だか らここでは,な ぜ,1980
年代 後半 に な って,EC単 一 市場 を,EC委 員会
は主 張す る よ うにな ったのか を簡潔 に明 らか に し
た い○
(6)地域主義 と しての1980年代のEC経 済の難
間と1992年EC統合の基本課題
1980年代にな って,EC経 済は一 向に活性化 し
なかった。それは,1983～84年において,経 済が
回復 したにもかかわ らず,失 業率が低下 しなか っ
た点にある。
この時点の意味は,ECの 単一市場への方向転
換の政策 として も,大 きい。それはその後 の世界
経済の再編成を選択 した ことの中味を説明す るこ
とになるか らである。
当時のECの 主要国の景気回復は,依 然 として
インフレ率が高か った こと,ド ルがEC以 外 の国
よ りも,高 か ったこと,な どが大 きな特徴であ っ
た。統計的にみても,ECは,1983年後半か ら設
備投資を活発化 し,対 米輸出を増大 させたが,対
日輸 出は減少した。
こうした景気回復 にもかかわ らず,国 内の経済
活性化は,進 まなか った。 したが ってEC主 要加
盟国は,合 理化,人 員,設 備の整理をし,新 技術
導入を企図 した。だが景気が回復 したに もかかわ
らず,84～87年の平均失業率は,11%である。
この失業者の内容をみると,中高年者,若年労働
者,女 性労働者の失業が拡大 し,不 満が増大 した。
それだけでな く,EC各 国内における過密 と過疎
が拡大 した。 この点は,当 時の 日本も同 じ傾向を
もっていた。
とくに,ECが 活性化政策を したに もかかわ ら
ず,大 量の若年失業者が存在 していることは,EC
にとって 致命的 な 問題である。1988年の 統 計
(OECD,LabourForceStatistics,ユ988)をみても,
ECの失業率は11%である。 当時ECは 東欧の労
働力を吸収する能力を もっていなかった。
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当時ECの 産業構造は,高 度情報化を中心 とす
る技術革新が進行 していた。それはECの 生産力
の指標 としての重化学工業の競争力の低下,日 本,
NIESの競争力にも対抗で きない程,低 下 してい
た。 この重化学工業部門におけ る失業問題は深刻
であった。
ここで整理 しよ う。ECが 景気回復過程の中で,
高失業率を低下 させ ることがで きなか ったのは,
重化学工業か ら機械工業へ,機 械工業か ら先端技
術工業への構造転換を円滑に進め ることが困難で
あったか らである。 したがって この過程で,雇 用
を吸収す る能力を もたなかったか らである。
もちろん先端技術産業の発展が立 ち遅れた理由
には,制 度的要因 もある。EC加 盟国が,そ れぞ
れ法的規則,基 準 ・規格が異なるために,市 場が
細分化 され,ま た研究開発 も重複し,効 率的でな
か ったか らであ る。さ らに技術開発の基礎研究 と
応用研究 との結びつ きが円滑でなか っ た こ と,
EC企業は,専 門分野に徹底 して投資するのに対
して,新 規事業 の参入には,積 極的姿勢をみせな
か った。銀行の産業界への影響力は強いが,日 本
の ような結びつ きがない。
こうしてECの 先端技術産業は,日 本や米国 と
比べて立ち遅れた点にある。1986年,景気回復後の
西 ヨー ロッパの主要国の企業収益率をみて も,イ
ギ リス8.9/00,西ドイツ14.6%になったが,それは
日本の19.6%と比較するとかな り低い水準である。
ECが,日 本や米国に比較 して立 ち遅れた理由
については,す でに述べた。だが1987年頃か ら,
従来の鉄鋼,化 学,造 船業への需要 も高 まった。
構造不況業界が,内需拡大の中で,「好況」をもた
らし,そ れ らの 「内需 」は,先 端技術産業の発展
と連動 した。それは,1983年11月に発足 した先端
技術産業開発のためのエスプ リ計画(19s4-一一gs年の
10か年計画,ESPRIT=EuropeanStrategicProgram
forResearchinInformationTechnology=欧州情
報技術研究開発計画)を 再活性化 させ ることになっ
た。
すでに1985年3月,EC委員会は次のことを決
めた。域 内経済の共通 目標を潜在的成長力の強化
による雇用の増大 におき,こ の目標達成のための
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諸手段を必要 としたことを確認 してい る。その諸
手段 とは,①.EC加盟各国の補助金,そ の他へ保
護主義を廃止 し,域 内市場の開放を促進すること。
現時点で関税ゼ ロの もとでさえ,さ まざまな障害
があ り,これを取 り除 くこと。②物価安定のため
の財政,金 融政策を調整すること。③雇用増大,
企業の競争力維持のため,労 使,政 府間の対話,
協議 を促進することな どである。EC経 済の難問
は,景 気が着実に伸びて も,失業率が低下 しない
点にある。例えぽ失業率をみても1983年10.6%,
84年U.7%,85年12.1%,86年11.9%と二桁台
であ る(CEC,EuropeanEconomy,No.34)。さらに
④経済成長促進のための政策手段の幅を広げるた
め,財 政赤字の縮小をあげている。加盟国 自体の
赤字の縮小は もちろんのことであるが,EC自 体
の財政赤字も深刻であった。いわゆ るECの 財政
収入は,加 盟国の付加価値税の1.4%を上限とし
て,毎 年決め られ る一定比率の各国拠出金が全体
の半分を占め,残 りの半分を域外か らの農産物輸
入課徴金,砂 糖賦課金か らなっているが,支 出面
では農産物の買上げ費,貯 蔵費が60%以上を占め,
その他の社会政策,地 域政策,開 発協力,理 事会,
委員会の費用で,重 要な地域政策費,社 会政策費
が少ない。 したがって50億ECUの赤字をだし,
1992年までに域内市場統一のために,健 全な財政
基盤を構築 しようとしてい る。⑤域内の内需主導
型の経済成長を図ってい くこと,⑥公共投資の拡
大を通 じて,域 内,各 地域の経済を活性化 させ る
ことな どを共通の政策手段 として位置づけている。
こ うしたEC内 部の改革を調整しなが ら,92年
単一市場完成を 目指そ うとしたのである。 ここに
は,グ ローバ リズムに対す るEC独 自の地域主義
の思想 の原点があるとい って もよいであろ う。 さ
らに,ECは,域 内の利害調整の中で,い かにし
て失業率を低 くするかの発想がある。 したが って
92年統合の地域主義は1985年6月のEC委 員会 の
発想が原点になっている。 同委員会は,域 内の低
成長率,高 失業率,過 度の農産物価格支持政策,
競争の欠如,先 端技術産業 の立 ち遅れなどの病根
を克服す るために,どうした らよいかを,自らの共
通課題 とすべ きであるとい うテーマ 「域内市場の
完 成 に 向 け て 」(CompletingtheInternalMarket-
WhitePaperfromtheCommissiontotheEuropean
C・uncil,1985)を提 出 した。 ここにはrECの 統
合 され かつ一 貫す る経済 的枠 組 を創造 し よう とい
う思想 が あ る。 もちろん,統 一市場 の原点 はい う
まで もな く,1957年の ローマ条約 に 明確 に され て
い るので あ るが,従 来 のECの 完成,強 化,拡 大
を点 検 し,改 めて,単 一市 場 のため の障害 を取 り
除 き,域 内単 一市場 の実 現を 目指 した もので あ ろ
う。
このr域 内市場 白書』 は,自 由な市場機 能 の展
開 の妨 げ とな る既 存 の国境規 制 に よる物 理的 障害.
製 品 の基準認 証制 度 の相違 に よる技 術 的障害 お よ
び付加 価値税,物 品税 の違 い等 の財 政 的障害 を障
壁 として認識 す るこ ととし,そ の除去 の た め に
300を越す 法案 を提 出 した ので あ る。 真 の意 味 で
の従来 の共 同市場 の 壁 を 除 去 し,「国境 な き欧州
(EuropewithoutFrontiers)」を実 現 しよ う と し
てそ の具体 化 を図 ってい る。関税 が ゼ ロにな って
も,従 来,物 理 的,技 術 的,財 政 的 各障壁 を除去
して,モ ノ,人,サ ー ビス,資 本,技 術 の 自由化
を域 内 におい て実践 し,さ らに域 外 と も一 定 ル ー
ルで交 渉 を もつ とい うのであ る。
関税 がゼ ロであ って も,非 関 税障壁 は,① 基 準
認証,② 政 府 調達,③ サ ー ビス規制(金 融 運輸等),
④税 率 の調 整 を ど うす るかを検 討す る ことに あ る
(この点は拙著,前 掲書を参照 されたい)。
ECが 市場 統合 を完 成 させ るため に 作 った のが
1987年7月公刊 した 『欧州 単 一 議 定 書』(Single
EuroPeanAct,July1987)であ った。 この議 定書
は,従 来 の議 事決 定に あた って の全会一 致方 式か
ら特 定多 数方 式 を採 用(閣僚理事会の定員76で・西 ド
イツ,フ ランス,イ ギ リス,イ タリアが各10人,そ の
国力に応じてN8人 を選出し,特 定多数決 の場合,
成立に最低54票を必要 とするもの)し た。
単一議 定 書が計 画通 り実行 され れば,3億2,200
万 人 の人 口,GDP4兆6,000癒ドル の 「ヨmッ
パ合衆 国 」が形成 され る といわれ る。 ともあれ,
当初 単一 市場 完成YT`.は,375の政策 項 目を決定 し
な けれ ばな らな い といわ れた。 あ と2年 間で,計
画 の70%達成 で きれ ば成 功で あ ろ う。EC委 員会
世界経済におけるグmバ リズム,リ ージョナ リズム,ペ レス トロイカそしてわが地域主義
の計 算予 測 に よる と,92年末 の経 済効果 は,EC
12か国 のGDP総i数 の4.25%から6.50%(約1,270
億ECUか ら1,870億ECU)にな り,物 価 は6%低 下
す る。 さ らに雇 用 吸収 力は200万か ら500万にな る
とい う。 だが この予 測 は,問 題 が あ るであ ろ う。
1992年統合ECは,M&Aの 場 にな る可 能性 もあ
る。1986～88年の2年 間 にECを 舞 台 に した 国境
を越 え た企業 買収 ・資本 参加 は大 企業 を 中 心 に
2,000件にのぼ って い る。 単 一市 場統合 前 ,個 別
企 業か ら欧 州企 業,世 界企 業 に変 身 してい る。単
一 欧 州市 場は ,EC,米,西 独,日 本な どの大 資 本
に よるM&Aの 設 定 を通 じて,市 場 競争 を 激 化
させ るで あろ う。
もちろん,イ ギ リス のサ ッチ ャー首 相は,EC
通 貨 同盟 に参 加 して いな い し,「欧州 は フ ラソス
が フラ ソス として,ス ペ イ ンが スペ イ ン として,
それ ぞれ 自己の習慣,伝 統 を守 って い るか ら強 力
に な る(FinancialTimes,21Sept.1988)」ので,
緩 や か な統一 を主張 した。
問題 は,一 方 で グ ローバ リズ ムの進行 の 中で米
加 自由協 力協定,1992年rEC市 場 統合 」 とい う
地 域 主義 が誕生 し,誕 生 しつつ あ る事 を どの よ う
に受 け とめ るべ きか であ る。
日本 のエ コノ ミス ト の 中 に,「 ヨーRッ パ と り
で論("FortressEurope")」が あ る。 つ ま り92年統
合 完成 後 は,域 内利 益 を優先 す るた め,米 国,日
本 の資 本 参加 を拒否 す る可能 性が あ る とい う理 由
で あ る・ だがEC委 員 会 は,GATTの 原則 を優
先 す る以上,「 と りで 」 を築 か ない とい う。 もち
ろん,EC側 は否定 して も,今 後,米 国,日 本,
NIESの各資 本 の参 入次第 では,抑 制 され る可能
性 が あ る。
一 方 ,EC委 員会 は,一 貫 して 相互主 義(reci-
procity)を主張 す る。つ ま り,米 国,日 本 の企業
の参 入 に当 って,ECと と もに利益 が あがれ ぽ い
い とい うもの であ る。EC側 は域 内待遇 を優先 し,
そ して利益 の平 等 を考 えれ ぽ よい とい う(Mirrar-
image-reciprocity)。この点 は,米 国 と日本 では,
証 券 と銀行 の事業 部 門は分 かれ て い るが,EC側
は分離 せず,統合 した 業務 が可 能 であ る。ところが
米 国 と 日本 側 は,「と りで論」では ないか と批 判 し
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た。その後EC側 は,域内国民待遇 を原則 とし,そ
れぞれの個別協議で考えてい くとい うものである。
米国にしろ,日 本に しろ,NIESにしろ,そ れ
ぞれ多国籍企業は,そ れぞれの利害関係ある企業
と合弁 し,現 地生産を より高めてい くであろ う。
にも拘 らず,ECは,共 同体の利益を優先 して対
応 して くるだろ う。 グローバ リズムと地域主義 の
矛盾を,ど う調整するかが大 きな課題 になるであ
ろ う。
(7)EC・EFTA・ コメコ ンの 経 済協 力 を考 え
る
す で に1989年12月19日ECはEFTA(欧州自由
連合,現 在 ノル ゥェー,ス ゥェ_デ ン,スイス,オ_ス
トリア,アイスラソ ド,フィソラソ ドの6か 国)と の本
格 的 交渉 が開始 され,EFTAは,EC委 員長 がi提
案 した,共 同の大経 済圏rEES」(欧 州経済空間)を
承認 す る方 向で合意 してい る。EESの 基 本 とし
てECが 資 本,商 品,人,サ ー ビス の四部 門の 国
境 廃 止の ため の統一 を進 めて い る300項 目近 い規
則 を原 則的 に受 け入れ る。EC,EFTA諸 国 では
す で に,関 税,数 量規 制 な どが基 本 的 に廃 止 され
て お り,EES交 渉 が順 調 に進め ぽs農 業分 野,
労働 力 の 自由移 動 を除 いて1993年1月にECを 中
核 とす る欧州 西側18か国の単 一市 場,一 大 欧州地
域 主 義 が誕生す る。す でに,ECの ア ン ドリーセ
ソ副 委員長 は,EESは18か国に 限 られ た もの でな
く,東 欧 の政 治改 革が順 調 に進 め ば,東 欧諸 国が
西 側経 済圏 に移 行す る際 の受 皿 にな る可 能性 と現
実 性 が あ る。EC-EFTA-EE(EastEuropean)の
単 一市場 圏 もこの5年 内の大 きな課 題 にな る。東
西 ドイ ツ再 統一 問題 は,単 一欧 州市場 との関 係で
位 置づ け られ る こ とは 当然 で あ る。 す でに,12月
18日,ソ連 の シxワ ル ナゼ外 相 は,ECと の貿 易経
済 協 力協定 の調 印式 で,EC,EFTA,CMEA=
(CouncilforMutualEconomicAssistance・東欧経
済相互援助会議)の 経 済統 合 を推進 す るた め 「3極
委 員会」 設 置を提 案 した。 これ は,新 しいECと
東 欧 の経済 協 力協 定 の動 きであ った。 と くに注 目
した い点は,EC・ ソ連 とが 西 側 の 経済 協 力協定
に調 印 した点 にあ る。 この 内容はECが1995年ま
一34一 世 界経 済 に お け る グ ロー バ リズ ム,リ ー ジ ョナ リズ ム,ペ ソス トロ イ カそ し て わ が地 域 主 義
で に ソ連製 品 の輸 入数 量制 限を撤 廃す る と ともに,
原子 力を含 む エネル ギ ー,科 学技 術 か ら環 境,運
輸,金 融 サ ー ビス まで幅広 い分 野 で経済協 力 を進
め るの に対 して ソ連 はECの 企 業 の市場 ア クセ ス
を 改善す る とい うもの であ る。
いずれ に しろ,従 来 の グmバ リズ ムが,米 国,
日本,EC,NIES,ASEANの5極 の資 本 の世
界 的循環 構 造を通 じて展 開 され て きたが,い まや
EC,EFTA,東 欧,ソ 連 を含 め た,経 済協 力を主
軸 とした グ ローバ リズムを考 えて い く必 要が あ る。
逆 にい えぽ,グ ローバ リズ ムの積上 げ で グmパ
リズ ムの量 と質 の転 換 が迫 られて い る とい って よ
い で あろ う。 もちろ ん,1990年代は,EC,EFTA,
米 国,日 本 のそれ ぞれ 内部 にお け る足 元の経 済 の
活 性化 との関連 で,グ ローバ リズ ム も リー ジ ョナ
リズム も位置 づ け る必 要 があ ろ う。
1989年11月9日の ベル リンの壁 の撤 廃は,全 欧
州,ソ 連,米 国,日 本 に とって も,新 しい世界政
治 経済 の あ り方 を迫 られ るで あろ う。 それ は経済
学 者 に とって,従 来 前提 に して きた経 済学 の価値
体 系 のあ り方 を も迫 るもので あ った。 それ こそ パ
ラダ イム ・ロス の時 代で あ り,同 時 に新 しい価 値
観 の創造 の時 代な のでは な いか 。欧 州共通 の家 づ
く り,世 界共通 の家 づ く り,ア ジア共通 の家 づ く
りのそれ ぞれ の担 い手は,市 民 であ り,労 働 者 で
あ り,経 営者 で あ り,女 性 であ り,技 術者 であ る。
こ うした市民 層 の求め る平 等,自 由,民 主,人 権
を最 大 限 に尊 重 す る新 しい社 会制 度 を着実 に創造
して い くこ とが大 切 では ないか。 それ は世 界市 民
の経済学 の課 題 で あ る。
こ うした こ とを前提 に して,わ れ われ は1990年
代 を 占 う,東 欧 の大転 換 を グ ローバ リズ ム と リー
ジ ョナ リズ ムの中 で考 えてみ よ う。
3.世 界経 済 にお け るゲ ロー バ リズ ム と
ペ レス トロイ 力
冷戦体制から人類共生の体制へ
(1)ヤル タか らマル タへ
一 人間の相互不信から人間の相互共生の時
代へ一一
1989年の後半は,ソ 連,東 欧におけるペ レス トロ
イカの嵐が吹 きま くった時期である。それは画期
的な時期だ った。従来の社会主義のあ り方が厳 し
く問われ,い や問われただけでな く,従来の社会
主義が市民の ニーズに対応できな くなったのであ
る。労働者,市民が求める平和,自 由,平等,民主,
人権の思想を,「社会主義国家」 は 吸収できなか
った といって よいであろ う。それは従来のパ ラダ
イムのたんな る転換だけでな く知のあ り方の革命
的転換を求めたのである。
ソ連 ・東欧社会主義諸国で,第2次 大戦以来の
規模で,私 たちが想像 もで きなか った社会主i義的
地殻変動が起ったのである。 このことの認識なし
に どうして市民社会の論理 と倫理を語れ るか。表
面的には「自由」「人権」と「民主主i義」と 「民族主
義」の欲求ではあるが,そ の底には,経 済問題へ
の改革要求があった。東欧の労働者,市 民は戦後
40年も経過 しているのに,な ぜEC並 みの生活水
準を享受で きないのか。東欧の指導権を握 ってき
た共産党は人民のニーズをなぜ吸収で きなかった
のか,そ の本性 も問われたのであ る。 この世界の
情報化社会の中で,社 会主義 とは生産力第一主義
であったに も拘 らず,「 なぜ貧困なのか」 を享受
して きたのか,な ぜ市民的 「自由」を奪われてき
たのか,「なぜ民主主義 」を実現 しない の か,の
疑問が湧出していった。 もちろん,そ れぞれの国
の社会条件を考慮 した として も,なぜ こ うなった
のか。
ソ連 ・東欧のペ レス トロイカの流れは,ヤ ルタ
体制の崩壊 となって表面化 した。 この意味は大 き
い。 この根底には,市 民の 要求する,「新 しい時
代の社会的民主的人間創造 」の制度的改革の要求
があったか らである。あえていいたい。米 ・ソの
マルタ会談 の意味は1990年代以後の世界史の出発
点になるであろ う。またな らなければな らない。
ハ ンガ リーの国民議会におけ る 「複数政党制」
の実施,ポ ーラン ドの 「連帯」主導内閣の発足,
チ ェコスロバキアの 「複数政党制」の実施,東 ド
イツの複数政党制の実施,東 西両 ドイツの「連合」
と 「協調」,ベル リンの壁の撤去に より,東 西 ベ
ル リン市民の相互交流の意義は,世 界史における
世界経済におけるグロ バーリズム,
新 しい民主主義の出発点で もある。 とくに残念な
ことは,ル ーマニアにおけ るチ ャウシェスク独裁
に よる人民 の弾圧,人 間の虐殺である。 この独裁
政権に対 して,人 民が 「自由選挙 」を旗 印に,弾
圧にめげず,「市民 フォー ラム」 を 結成 した点で
ある。人民がチャウシェス ク政権を打倒 した意義
は大 きい。「共産党独裁 」 政権打倒は 民主化政権
の樹立の出発点であった。
こうした東欧市民の 「自由」と 「民主化 」の要
求は,戦 後世界史における新 しい段階を示 した と
いって もよい。東西相互不信か ら東西相互信頼の
共生の転換点を示 したのである。
こ うした歴史的大変動の震源地は,い うまで も
な く,1985年3月におけるゴルバチ ョフ政権の誕
生にあ った。従来の ソ連の硬直 した中央集権的社
会主義体制を構造的に改革 しようとす るゴルバチ
ョフのペ レス トロイカである。そして,そ のため
に必要なグラスノスチ(情報公開性)の思想 と新思
考であろ う。 もしソ連で 「保守派」がペ レス トロ
イカの思想をつぶす とした ら,それは,ソ 連の不
幸の出発点になろ う。
まず東欧 の状況か ら説明 しよう。市民は状況の
現実を無視 して過去のイデオロギーを,古 典的経
済理論の鋳型にはめ こむ ことがいかに危険である
かを 自覚 してい るか らである。 もちろんその根底
には人間主体の世界経済論構築 の立場がある。以
下進め る。
1989年9月12日,この改革の新 しい波は,ポ ー
ラン ドのグダニスク造船所で生れた労 働 組 合 の
「連帯」を原点 とす る非共産党内閣の誕生 となっ
て表面化 した。 この事実は,ポ ーラソ ドに とって
新 しい社会民主主義の選択であった。新内閣には,
市民の要求する複数政党制を中心 とす る政治改革
だけでな く経済再建 も大 きな課題 とな った。
ハンガ リーでは,89年9月「鉄の カーテ ン」が
撤去 された国境か ら東 ドイツ市民が西 ドイツへの
エクソダス(大いなる脱出)を始めた。 この波は,
その後の東西 ドイツの壁の撤去の契機を作 った。
もちろん,一方 この波は,ソ連国内においても,バ
ル ト3国では民族 自決権,政 治 ・経済的 自立 と自
由 ・民主主義の拡大を求める大衆のエネルギ ーと
リー ジ ョナ リズ ム,ペ レス トロ イ カそ し て わ が 地域 主 義 一35一
な った。 同時 に ソ連 自体 も内部 に頑 強 な ス ター リ
ン的抵 抗 を もちなが ら も経済 改革 だけ で な く民族
問題 の解 決 も迫 られ てい る とい って よいで あろ う。
そ の後89年11月9日,西 ベル リソ と東 ベル リン
との壁 が市民 に よって撤 去 され た。 この意義 は歴
史 的大転 換 であ った,こ の こ とは今後 の東 西 ドイ
ツの民衆 の交 流が活 発化 す るで あろ う。 東 欧 の市
民は 国境 を越 えた経 済交 流 と文化 交流 を活 発化 す
るで あろ う。そ れだ けで な く西欧 と東欧 は 「欧州
共 通 の家 」作 りを進 め るで あろ う。 そ うで ない 限
り,欧 州市 民 の共 生 はな いで あろ う。
こ うした契 機 は,89年12月3日 と4日 の マル タ
共和 国 で,米 ・ソのサ ミッ ト,ブ ッシ ュと ゴルバ
チ ョフの会談 に あ った。 そ の意義 は,戦 後 世界 史
を画 す る もので あった。 それ は,第2次 大 戦後 の
冷 戦構 造 に終止 符 を打 った ことにあ り,従 来 の米
・ソの指導 者 にで きない 画期 的な事 件 であ った。
つ ま り1945年以 来今 日まで続 いた ヤル タ体制 の崩
壊 で あ る。 この体 制 の崩壊 は,こ の 日本 に とって
も自 らの問題 で あ る。 い うまで もな く1945年2月
4日か ら7日 間 にわ た って,ソ 連領 ク リ ミヤ半 島
の ヤル タで 開かれ た ソ連 ・ア メ リカ ・イギ リスの
3国(それぞれの代表は,ス ターリソ,ル ーズベル ト,
チャーチルであった。)は ドイ ツの戦後 処理,国 連 問
題 な どにつ いて の会談 を も った。 彼 らは と くに東
西両 ドイ ツの分 割統 治 を決め た。 それ は,そ の後
の ヨmッ パ問 題 の大 きな壁 とな って,昨 年12月
末 まで続 いた ので あ る。 この東 西両 ドイ ツ人 に と
って体 制的分 割 を され た もの の,人 間 として,民
族 と して の交 流 を熱望 したが,ヤ ル タ体 制は それ
を遮 断 した。 ゴルバ チ ョフの ペ レス トロイカは,
この ヤル タ体 制 の実質上 の解 体 にあ り,米 ・ソを
中心 とした東 西間 の緊張 緩和 を具 体的 に世 界 に表
明 した もので あ った。 グ ローバ リズ ムの 中で,体
制 を こえた ニ ュー グ 博一バ リズムを歓迎 した い し,
ニ ュー グ ローバ リズ ム こそペ レス トロイカでは な
いか と考 え る。
ヤル タか らマル タへ の大 転換 は,冷 戦 か ら協 調
の時代 へ,東 西 の対立 か ら協調,共 生 の時代 へ の
宣言 で もあった。 同 時に戦 後 の米 ・ソ中 心体 制か
ら先 進 国間 の対等,平 等,連 帯 の「相 互協 力」「相
一36-一 世 界経 済 に お け る グ ロ ーバ リズ ム,リ:iヨ ナ リズ ム,ペ レス トロ イ カ そ し て わ が地 域 主義
互依存」の体制への転換の時代を象徴 したもので
ある。米国のブッシュ大統領が 「米国 もソ連 も将
来 の欧州について判断す る立場にない」といった
のは,戦 後構築 した ドル と核の帝国の終 りの宣言
で もあった。一方 ソ連のゴルバチ ョフ議長 も 「私
は東欧の国kか ら全権を委任 されたわけではない。
それぞれの国は独立 してお り,自国の運命は 自国
で決定す る。東欧のそれぞれの独立国は,国 際舞
台で独 自の役割 を果すべきだ」と。 この発言 もワ
ル シャワ体制の終焉 の発言 と理解 したい。 こうし
た米 ・ソの トップの発言の思想の背景には歴史的
重厚性がある。その発言は従来の世界のあ り方を,
両方 の軍事力で抑制 してきた 「力の均衡 」論に対
す る反省がある。米国と西欧 との軍事同盟であ る
NATOと ソ連 と東欧 との軍事同盟である ワル シ
ャワ条約機構のあ り方を問い,軍 事同盟の位置づ
けか ら政治同盟への位置づけ として うけ とめ よう
とす る姿勢を見ることができる。
こうした動 きは米 ・ソの戦後40年続いた冷戦体
制を支えてきた両国の軍事力体制の反省 と同時に
経済力の地盤沈下を意味す るものである。 ゴルバ
チ ョフは階級至上主義か ら人類共生の時代を強調
し,ブ ッシュもそれに従い,協 調 の時代を表明し
た。
ここで改めて整理 しよ う。第2次 大戦後,44年
間続 いた世界の 「冷戦」体制は,マ ルタ会談 によ
って,そ の終焉の契機を作 った と考Yる 。いや考
}るべ きであろ う。1958から30年以上 も,紆 余曲
折はあるにせ よ,続 いて きたEC体 制は,加 盟国
の経済協力を強化 した地域主義を表明した もので
あるが,そ れは一方で,NATO体 制がたえず,
ソ連,東 欧に対する軍事的対峙関係をもっていた
し,ま た もたずにい られなかった。同時に他方で,
東側は,コ メコソ体制 とい うソ連 ・東欧の経済協
力体制が存在 して きたが,ソ 連中心主義の経済計
画の相互協力体制であるがゆえに,十 分に機能 し
ていなか った。なぜか。それは,国 民生活を犠牲
に した ワルシャワ条約機構優先主義 の体制に経済
システムを包摂 し,従 属 させたか らである。その
戦略は,米 国,ECへ の敵対関係をもち,軍 事優
先 の体制で構築 されていた。 もちろんNATOも
同じ軍事同盟であ るに もかかわ らず,ECは それ
より経済 ・文化に重心をおいた。 この差は大 きい。
こ うした東 ・西の関係は,西 側のグ慣一バ リズ
ムの進行の中で,そ のあ り方が問われだした し,
一方,1985年のソ連のゴルバチ ョフ体制の成立に
よるペ レス トロイカの国際的,国 内的具現化の中
で,そ のあ り方が問われたのである。1988年12月
の米 ・ソ核軍縮交渉,INF(中距離核戦力全廃条約)
の実現は,そ の前兆を示すものであった。米国 と
ソ連は,そ の体質が どうであれ,世 界市民が要求
す る軍拡か ら軍縮への路線を選択 したのである。
それは,ヤ ルタ体制か らの脱却の前兆で もあったひ
東 ・西両陣営の構造的デタソ トの始動で もあったσ
それがマルタ会談 の意味であった。いまや従来の
体制危機管理を人類危機優先の開放的選択に求め
た とい って よい。
もちろん,こ うした事態を もた らした背景には.
両国の経済的事情があ る。1980年代になって,世
界経済は,グ ローバ リズムの進行の中で,米 国,
EC,日本,ア ジアNIESの,そ れぞれ の貿易関
係が深 ま り,同時に摩擦 と協調 と対立関係をみせ
なが ら,国 際的地域主義への志向をみせは じめたσ
それは本論2で みた ようにとくに米国経済の競争
力は低下 した。戦後世界の中で,絶 対的力量をみ
せた米国の ドル と核の権威は世界市民の核廃絶の
要求によって低下せざるをえなか った。経済面で
みると,ド ルの国際的価値は,自 らの経済力の低
下,と くに国際収支の構造的赤字の体質によって.
低落 した。1985年には,米 国は,世 界最大の債務
国家に転落 した一方,日 本は,80年代以降,世 界
経済の中でひ ときわ 目立った貿易黒字を示 し,85
年に世界最大の債権国家になった。この事態は,
世界の政治経済に とって,大 きな意味をもったの
である。ある評論家は,従 来の世界史の論理に立
って,「日本は覇権国家 に 足 りうるか 」とい う評
論を書 き,も はや,日 本はカネと軍事力による覇
権国家にはな りえない とし,世 界平和への主体的
貢献 こそが,新 しい 日本の世界の平和的ヘゲモニ
ーのあ り方であるといわ ざるをえなか った。
② 米 ・ソの軍縮の厳 しい課題 の克服を考 える
世界経済におけるグmバ リズム,リ ージョナリズム,ペ レス トロイカそしてわが地域主義
ところで問題を進め よう。米国の経済力低下は,
工 業生産性の低下,極 端な貿易赤字 と財政赤字,
家計赤字の経済体質を もた らしたのである。貿易
と財政の 「双子の赤字」は相乗作用を伴 っている。
この悪循環を断 ち切 るために,当 時の レーガン政
権はECや 日本,NIESに対 し 「協力」を要請 し
た。それは どうに もな らな くなった ドルの威信の
「回復 」策である。米国が中心 となって他 の先進
国 に犠牲を求め るとい う 「為替 レー トの調整策 」
であ る。
1985年9月のG5(米,英,仏,西 独,日本の5か
燭の蔵楓 中央銀行総裁会議)によって進めてきた世
界経済における ドル不安 の是正策 であ り,米 国は
G5を 通 して,ド ル と他の通貨の調整期待をかけ
た。 この世界通貨の調整策は,ド ル 自体の価値を
高 めない限 り,たえず不安定に さらされるのであ
る。 さらに米政府は財政赤字増大 に伴 う過剰消費
の抑制策 も打ち出した。 これは 自己矛盾である。
一方で個人所得税減税を通 じて消費拡大を通 じた
設備投資増大を実行しつつ,そ れがゆ き過 ぎると,
公共投資支 出を加速 させた結果,財 政支出増を招
いた。さらに財政支出増を抑制す るとい う政策は,
本末を転倒するに等しい。消費拡大 と設備投資拡
大に基づ く,税収は増大 し,財政赤字を部分的に
補てんしたが,慢 性的赤字構造を解消す るには程
遠 い。
すでに,1987年,アメ リカ下院は,当時 レーガン
大統領が求めていた3,ユ20億ドルの国防総省予算
を2,880億ドル,つ まり,7,7%削減を求め,可
決 した。その後民主党は,米 国の経済の再活性化
は,国 防費の削減にあると一貫 して主張 している。
この点で ソ連 の財政赤字削減策 と共通 してい る。
米国下院予算委員会(シ ・一ソズ委員長,民主党)
の 「経済政策 と成長に関す る特別研究 グループ」
〈アスピン座長)は,国 防支出が 高水準を続け ると,
場 合によっては,雇 用,イ ソフレーショソの両面
にわた って,悪 いインパ ク トを及ぼすだけでな く,
と りわけ長期的な経済成長にマイナスに働 くとい
うレポー トを提出した。例えぽ国防費 と雇用 との
関 係をみると,も し国防支出を10億ドル増額 して,
伺部門に振 り向ければ雇用増は25,000人であるが,
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公共 サ ー ビス部 門 に振 り向けれ ば,雇 用増 は なん
と65,000人にな るとい うもの であ る。 国 防費増 は
雇 用増 を もた らさない とい うので あ る。
こ うした報 告書 は,か な りの説 得 力を もつ よ う
に な った。 今 日では,チ ェイニ ー米 国防 長官 は,
89年U月中 旬に軍拡 か ら軍 縮へ の時代 を 自 ら認 識
した うえで,国 防費 の削減 を真剣 に考 え るべ きで
あ る と述 べ(NewY・rkTimes,18N・v.1989),
1990年度 か ら94年度 まで の5年 間 の 国防費 削減 を
1800億ドル(1ド ル145円で換算すると日本円で26兆
1000億円)に すべ きで あ る と提案 した。 年 間 平 均
で360億 ドル(約5兆2,200億円)の 削減 で あ る。 日
本 の防衛費 全体(1989年度の防衛費3兆8,900億円)を
上 回 る規模 の内容 であ る。 この点,日 本は,極 東
ア ジ アの本 格 的デ タ ソ トを米 ・ソ ・中 国 に対 して
提 案 し,朝 鮮半 島 の非核地 帯,自 主的 平和統 一 の
条 件作 りを主体 的 に提案 すべ きで はな いか。 もち
ろ ん海 の非 核地帯 につ いて も積 極 的に米 ・ソに提
案 すべ きで あろ う。
米議 会 の両院合 同経済委 員会 が,1989年12月19
日,「 冷戦 後 の経済 調整 」につい て開催 した公聴
会(Hearing)で,DRIマグ ロウ ヒル社主 任 の エ コ
ノ ミス トで あ るブ リナ ーに よる と,も し 「チ ェイ
ニー ・シナ リオ 」が実現 す る と,米 国 の財政 赤 字
は2000年に解 消 し,黒 字 に転換 で きる とい う。政
府 は この提 言 を どの よ うに受 け とめ るか 。米 ・ソ
が軍縮 競争 を通 じて,そ の削減 分 の10%を,地 球
環 境保 全費 にまわす べ きで あ ろ う。
もち ろん,チ ェイ ニー長官 への批 判 もあ る。
例 えぽ,ブ ル ッキ ン グス研究 所(ワ シン トン)の
L.コープ氏は 「1,800億削 減 」は まだ不 十分 で あ
る とい う。
米 ・ソ交 渉が成 功 すれ ば,稼 働 して い る陸 軍,
空 軍 の2分 の1,海 軍 の3分 の1の 削減 は可 能 で
あ る とい う。 そ うな れぽ,現 在 の 国民総 生産 の6
%に 近 い国 防費 の比 率は,2000年まで に,2な い
し3%に 下 が るであ ろ うと予測 してい る。 ともあ
れ,米 国 の財 政赤 字 の解消 は大 胆 で大 幅 な国 防費
削減 に あ る。 この点 では一 致 してい る。
一 方,ソ 連 の経 済 をみ る と,ソ 連 のGNPは,
米 国の2分 の1に す ぎない のに もかか わ らず,従
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来米国 と対等の軍拡を続けてきた。それは,当 然,
国民経済の犠牲を払 って対応 して きたのである。
これ まで公表 されなか ったが,ソ 連の財政赤字 も
深刻だ ったのである。 ソ連に とっては,国 防費を
減 らして,そ の分を福祉や教育,民 需部門にまわ
し,国 民経済を活性化 しない限 り,国民の不満は
増大す るだけである。 とくに1980年代に入 ってか
ら,ソ連 の成長率は,3.5%前後に推移 してきた。
とくに農業生産の不振,消 費財生産 の不振が 目立
ち,そ の不足分を西側か らの輸入に依存していた。
この輸入のための外貨を石油資源の輸出に よって
稼いで きた。だがそれ も石油生産の減少に よって
限界に直面せ ざるをえない。 ソ連の西側諸 国への
主要輸出品 目は,石 油以外に石炭,非 鉄金属,貴
金属,木 材,綿 花な どで,工 業の原材料である。
他方,西 側か らの主要輸入品は,生 産財ばか りで
な く,目立った品目は消費財,酪 農製品な ど食料
品であ る。だが,全 体 として 「国防費」二 「軍事
費」の負担が大き く,その分消費財生産が犠牲に
されている。 もちろん,ソ 連の発展のためにも,
強調 したい点は,電 力生産,採 炭,製 鉄の技術水
準は優れている。他方,エ レク トロニクス,化 学
工業,自 動車工業な どにおける技術は,西 側先進
国の技術に比較 して,か な り遅れている。つま り
重化学工業部門か ら,先端技術産業部門への移行
を怠 ったのである。
だか ら,第11次5か年計画(1981^85年)がすべ
ての部門で計画を下回る実績に終 ったのである。
この根本理由には,中 央集権的計画経済 と,構造
的な官僚主義,上 意下達 の指令式経済運営にあ っ
た といわれている。 したが って第12次5か年計画
(1986～90年)は,目標を控え 目に設定 し,国 民所
得の伸び率を19～22%(5年間),工業総生産高21
～24%(うち生産財20・v23%増),問 題の農…業生産高
を14～16%に増大 させ る計画を立てた。さ らに労
働生産性は23～25%増と計画してい る。 とくに力
を入れてい るのは,西 側諸国に対 して立遅れてい
る機械工業 ・金属加工業部門である。5年 間に40
～45%としている。その 目標はすべて達成 されな
いであろ う。だが,こ れには,さ まざまな前提に
した制度が定着 しに くい とい う時間的制約があっ
たか らで あ る。例 えば87年6月 の国家企 業法 の設
定 で あ る。 それ らは,企 業経 営へ 労働 者を参 加 さ
せ る こ と,企 業経 営者 を公選 す るこ と,赤 字 企業
は倒産 させ る こ と,生 産者 と消費 者 の関係 で,価
格 を 決定す る こ とな どで あ る。 このため の独 立採
算性 と 自己資金 調達制 を確 立す るこ と。 こ うした
制度 改革 が第12次5か 年計 画 の中で定 着 しなか っ
た。 だか ら次 の計画 で実行 され てい くで あろ う。
さ らに,2000年までの15年間(第27回党大会)に,国
民所 得 と工 業生産 高 を倍増(年 間平均4.75%)する
計画 を立 ててい る。 この点 の実現 を期 待 したい。
こ うした ゴルバ チ ョフの計画 を実 施 させ るには
抜 本 的 な国防費 の削減 にあ る。 そ のため には,ど
うして も,米 国 との軍 縮 を具体 的 に実 施すべ き以
外 に方策 は ないの であ る。 この こ とが世界 に とっ
て も望 む ところで あ る。 と くに,注 目すべ き点 は,
ゴル バ チ ョフの経済 改革 の一環 としてで て きた の
は,開 放政 策 の具体化 として の 「合併 企業法 」で
あ ろ う。 そ の中味は,外 国企業 との合 併会社 の資
産 保 全で あ り,ソ 連 の国家 計画 に拘束 され ない独
立採 算 の運 営 であ る。 外 国か らの合併 企業 の資産
の持込 み に際 しての免税 措 置な ど で あ る(例 えば,
合併企業の企業長は ソ連人,企 業の出資は ソ連側51%以
上 と義務づけている)すでに,200社の外 国企業 が参
加 して い る。
ここでは,ソ 連が軍 事費 を削 減 し,計 画経済 の
中 に,い か に市 場 原理 を組 み入れ,国 民 所 得 を
2000年までに倍増 しな けれぽ な らないか が 明 らか
であ る。東 西貿易 を積 極的 に進 め,国 内にお いて
は,資 源 と労働 力を極 力 活用 し,生 産 力を高 め る
以外 に,ソ 連 の経済発 展 はな い し,そ れ は世界 経
済 の グ ローバ リズ ムの中 で,国 境 の壁 をはず し,
ソ連 市民 が,世 界市 民 として活 躍 で きる条件 をい
力醤こ作 るか にか か ってい るo
東欧 に おいて も,80年代 の実 質 国民所 得の成 長
率 は,東 ドイ ツを除 いて低下 した(ハ ソガリー1%,
東 ドイツ4%,ポ ーラン ドマイナス5%,ル ーマニア
1.5%,チェコス ・バキァ1%)。 さ らに東 欧 の 総 貿
易 に 占め る対 ソ比 率は,ブ ル ガ リアの約50%台,
チ ェコス ロバキ アの30%台,東 ドイ ッの35%台,
ハ ソガ リ 一ーの30%台,ポ ー ラ ン ドの30%台,ル ー
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マ ニアの20%台(1980年代平均),資 本,資 源,機 械
もソ連 依存 であ る。つ ま りソ連 の経済 計 画に依 存
し,ソ 連 の経 済 の動 きに左右 され て いた ので あ る。
したが って コメ コン体 制 も,域 内分業 を通 じて生
産 力効果 を発 揮 で きず,当 然,西 ヨmッ パ との
経 済協 力を望 ま ざるを えな くな って いた ので あ る。
す で にハ ンガ リーは10年か ら開放 政策 を選択 して
い たの であ る。 ゴルバ チ ョフの対 東 欧 路 線 は ,
「自 らの国家 の運 命は 自 ら決 定 し,国 際舞 台 で独
自の役割 を果 た してほ しい 」 とい う思 想 であ る。
コメ コンの体 質 も,東 欧 ・ソ連 との域 内分業 関係
で は,十 分 な生産効 果 をあ げな いで あろ う。 した
が って,そ の体 質 改革 が迫 られ る。東 欧 もまた軍
縮 を通 して,EC,EFTAと の経 済協 力関 係 を深
め ざ るを え ないで あろ う。 「東西 ヨmッ パ の共
通 の家 」づ く りか ら 「ヨmッ パ共通 の 家(The
CommonEuropeanHome)」作 りへ どの よ うに進め
るか が,今 後10年間の課題 で あ ろ う。
(3)共生 ・協調の時代から創造の時代ヘ
マルタ会談の意味 もこ うした背景な しに考え ら
れ ない。例 えば,米 国のソ連に対す る最恵国待遇
を与える問題,米 国の ソ連に対する租税協定の改
定,さ らに ココム(対共産圏輸出統制委員会)規制に
伴 う同国のハイテ ク製品輸 出の全面見直 しの問題
を前向きに解決 してい くとい う。 さらに米国は,
ソ連経済が 「統制経済 」を採用 して い る 限 り,
GATT(関税 と貿易に関する一般協定)加盟に反対 し
て きた。だが1990年末の ウル グァ イ ・ラ ウ ン ド
(新多角的貿易交渉)終 了後のオブザーバ ー参 加 に
支援を表明した。 これはsソ 連を含めた グmバ
リズムの新 しい次元でのルールを決めた世界経済
の拡大を見透 した結果であろ う。 もちろんその方
式は,改 めて検討 されなければな らない。米 ・ソ
穀物協定において も,従 来の制限条項がはず され
るであろ う。89年末 において,ソ 連の農業不振に
基づ く穀物不足で,米 国か ら大量の穀物買付を し
た ことによって,さ まざまな制限条項をはずす こ
とになろ う。貿易赤字の米国に とって対 ソ貿易の
拡大は歓迎すべきことであ る。
マルタ会談の内容は,基 本的には,米 ソ戦略兵
一39-一
器削減交渉の促進,欧 州通常戦力交渉の各具体化,'
化学兵器製造禁止,地 下核実験制限条約の締結問
題を対象 としている。 さらに1990年にNATOと
ワル シャワ条約機構 による首脳会談を通 じて地上
兵力削減の具体化な ども対象 としている。その他
2004年のベル リン五輪開催の米 ソ共同提案,米 ソ
両国で1,000人の学生交流実施な ど多面的である。
米 ・ソの軍備管理 ・軍縮の流れが,両 首脳 によ
って決め られたこと,を 評価 したい。 このことは,
1990年の世界経済におけるグローバ リズムとペ レ
ス トロイカを急速に促進する契機になるであろ う。
「ヤルタ」体制か ら 「マル タ」体制への大転換
は,戦 後の世界史の構造変化を意味す るものであ
り,従来の世界経済のあ り方,世 界政治のあ り方,
世界文化のあ り方 の変革を も迫 る内容であ る。
い ま,世 界市民にとって,新 しい課題は,資 本
主義,社 会主義,第 三世界が協力 して,世界軍縮・
平和前提に自らの世界市民の共生,共 存,共 働,
共栄を確かな ものにすることであろ う。私た ちは
人類 「協調 」の時代,「共生」 の 時代を自ら作 り
上げ ることであろ う。地球環境保全の問題 も,世
界市民の共生にとって重要課題である。それは足
元か ら始めなければな らない。
4.世 界経済のゲローバ リズムとペレス
トロイカの中で,わ が地域経済のあり
方を考える
(1)日米経済摩擦の中で地域経済を考 える
主題は,世 界経済における地域主義の問題であ
るが,わ れわれは,同 時に国民経済における地域
主義の問題か ら始めることに したい。なぜな らぽ,
世界経済の問題 のひ とつひとつを取 ってみて も,
足元の地域経済 とは無関係ではない。 マルタ共和
国の人民 と横浜市民 も,平和 のもとで,ど の よう
に地元の生活を豊かにするかが課題であるか らだ。
足元の問題に移 したい。例えぽ,日 米経済摩擦 の
問題を とって も,そ の解決策は,日 本の内需拡大
を通 じて,米 国か らの輸入を増大す るための さま
ざまな手段,例 えば,先 方の指摘す る関税率の引
き下げだけでな く,そ の受皿を どう作るかの政策
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を選択 しなければな らない。同時にナシ ョナルな
視点か らどう主体的に対抗するかの政策をもたな
ければな らない。
当然な ことであるが,そ の場合米国の関連商品
の輸入品 との競争力の弱い 日本の商品の生産者は
抵抗する。
自由貿易の原理をすべて国際市場に 自由に適用
すれば,必 ず,強 い企業が勝 ち,弱 い企業が敗退
す る現象が起 る。 もともと 「自由競争の原理」は,
本質的には弱肉強食 の論理なのである。 したがっ
て,ど の国で も,自 国の産業 の競争力を育成す る
か,国 際的に対抗で きるように政策選択をしてい
る。 これは商取引におけ るイソターナシ ョナ リズ
ムまたは グローバ リズムとナ ショナ リズムの関係
である。 日米貿易摩擦 の問題で,米 国側の輸出競
争 力の強い企業は,輸 出も増加 し,利 用 も増大す
る。 またそこに働 く労働者の賃金 も上昇 させ るこ
とができる。そ うした利害関係にあるまちも輸 出
需要がふえれぽ,経 済的活況を呈す る。だが輸 出
競争力の弱い産業 にとってはそ うではない。そ の
地域は逆 の現象がおこる。その産業を抱えている
企業に とっては,地 域経済は沈滞す る。 この点は,
またあ とでふれ る。
ところでい まや 日米経済摩擦は,構 造摩擦であ
る。1989年9月には 「日米両国は貿易不均衡の是
正を 目指 して両国の経済構造 問題を協議する」 と
ころに きてい る。 日米経済摩擦の性格は,両 国の
経済体 質の改革を迫る問題へ と発展している。米
国側は,日 本の内外価格差問題,流 通制度の閉鎖
性,貯 蓄重視 の政策,土 地 ・住宅の高価格に基 づ
く過剰貯蓄,消 費輸入抑制,企 業 グループの系列
化),rP4.よる参入障壁,企 業 グループの株式相互持合
制度,特 許制度な どが米国の企業 の参入を妨げて
いると指摘 し,厳 しい制度改革を要求 してい るQ
この指摘は一面で正 しいし,他 面で,自 らの体
質改革なしの指摘では正 しくない。 こ うした問題
は,日 本政府 自体が 自主的に解決す る問題で もあ
る。 ところが,米 国側 の指摘は,日 本経済の体質
を見事 に突 いたものである。
ここで,私 たち市民にとって,内 外価格差の問
題 は,重 要である。 日本国内における関連商品価
格が米国 と比較 して30%も高い ことは,消 費者に
とってかな り不利益であ り,この点は,政 府が,
とくに許認可制度を有 している関係の商 品が割高
であ るとい うことは,き わめて問題なのである。
日本の流通価格 システムは,管 理価格維持にある。
米国の商務省が この点を突いたことは当然である。
問題は こうである。 自由貿易 システムの中で,
自国の市民のニーズ と無関係に,高 価格 システム
を保護 しつつ,他 面で輸出拡大を政策的に志向し
ていることが問題なのである。
ここには,日 米貿易摩擦をめ ぐる政府 と企業の
利害関係が見事 に貫徹 している。 したが って,市
民にとって,政 府のい う物価安定 とは,高 値安定
なのであ り,この価格 システムを国民に押 し付け
ているといってもよいであろ う。 日米構造摩擦に
おける 「内外価格」差 の問題は,市 民の ニーズと
米国側の指摘は一致する。政府の許認可関係の価
格が高い。 この点,日 本政府が積極的改革をすべ
きである。
さ らに問題を進め よう。1987年か ら89年にわた
って,日 本経済は内需拡大政策 を 契機 に 「好景
気」を持続 した。だが この過程で,さ まざまな問
題が起 っている。大企業 と中小企業における賃金
格差,資 産所有者 と非所得者の格差拡大,大 企業
地主 と中小企業地主 ・零細企業地主の格差,土 地
騰貴をめ ぐる資産所有者 と非所有者の格差,高 所
得者 と中小所得者 との所得格差の拡大な どを内包
している日本経済構造上の体質が大 きな問題にな
った。 とりわけ,日 本全体 としては,国 土庁が四
全総を発表 し,地 域格差拡大を縮小す る 「政策大
系」を打ちだ したが,東 京圏への一極集中が 目立
った。人,物,金,情 報の一極集中が進行するこ
とによって,日 本経済の脆弱性 も進行す る可能性
を持 っている。 とりわけ,土 地狂騰に よって,庶
民の人間的生活が疎外され るだけでな く,庶民の
民住権,市 民権,生 活権そのものが奪われ る状況
にある。今 日の 日本をみると市民の生活環境,社
会環境がいかに侵害 されているかが明らかである。
四全総の多極分散の国土計画は,半 ぽその実質的
目的を失いつつある。それは地域主義 と逆行 して
進行 しているか らである。
世 界 経 済 に お け る グ ロ ーバ リズ ム,リ0ジ ョナ リズ ム ,ペ レ ス トロ イ カ そ し て わが 地 域 主 義
世界経済における日本経済の位置づけがたえず
問題 になっている。世界が求め る日本,日 本が求
め る東京でなけれぽならない。
だが従来の世界経済論は地域経済 とは無関係に,
国際収支の不均衡の是正や,貿 易摩擦の技術論的
対応,国 際マーケッティングにおける市場獲得戦
略,先進国 と発展途上国の格差,いわゆ る南北問題
な どについての機能分析に志向 し,世 界経済の中
で,各 国民経済を支 える人間生活の足場 としての
地域経済づ くりについては,全 く無関心であった。
いま日本経済を論ずることは,世 界経済を論ず
ることなのである。
世界が求める 日本 とは こうであろ う。 日本の国
艮(または市民)の生活が豊かにな り,社会福祉 も
保証 され快適な環境 も受け られ,教 育,文 化水準
も高 く,他国に対 して も,ODA(政府開発援助)が
正 しく運用 され,モ ノ,カ ネの取引も市民的合理
性で貫かれ,正 しい人間的交流感をもった態度で
望んでいるか どうかであると思 う。 ところが 日本
は経済大国になったが生活水準は二流であ り,環
境 水準は三流であ りODAの 中味をみても,自 国
中心主義であ り,先方のニーズに対応 していない
のではないか と批判 されている。 とりわけ世界に
おける各都市,各 地域における住民は,日 本の生
活者が どのような政治参加 と自治をもって,主 体
的 に地域作 りを展開 してい るかを興味を持 って観
察 している。
いま私たちに とっての世界経済 の問題は,世 界
に開 き,地域に根 ざした経済を創造す ることにあ
る。 この点,従 来の世界経済論は,地 域を軽視 し
た機能論であった。国際経済学会 においても,こ
の地域経済の活牲化を どの ように進め るかの問題
意識を もった世界経済論は皆無であった。私は こ
の点を反省 している。最近の地球環境保全問題lr
ついて も地球規模 で 考え(thinkglobally),足元
か ら行動 しよう(actlocally)とい う動 きがあ る。
この点を注 目している。以下問題を進めよ う。
国内におけ る各地域経済が豊かにな るとい うこ
とは,そ こに住む人間の生活が豊かになることで
ある。同時に人間の住む まちが,豊 かな社会的条
件に支 えられているか どうかである。その地域 の
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経済が活性化するか どうかは,一 方で国民経済 と
世界経済の動向が ど うなってい るか どうかに左右
され る。それは,加 えて国民経済 と世界経済を活
性化 させ る担い手 としての地域経済のあ り方 にも
かかわって くる。
1985年秋以降87年秋頃までの円高 ・ドル安は,
日本の主要産業の合理化を促進 した。石炭,鉄 鋼,
造船,海 運な どの産業 は,徹 底的な合理化 と人べ
らしを実行 した。さ らに,従 来,輸 出で好調だ っ
た洋食器,刃 物,織 物,陶 磁器などを生産する全
国の地場産業では,転 業,休 廃業件数が増加 した。
当時倒産件数は約300件に達 した。
業種や地域によ り,後継者難な どで転 ・廃業す
るケースが続出した。 円高不況に よって,関 連す
る地域は打撃を受けた。地場産業の休 ・廃業は失
業を増大 し,地域 を斜陽化 した。その後世界景気
が好調に向か うと,内 外か らの需要拡大の要求に
よって,構 造不況業種 の景気回復 もみ られ,地 場
産業 も活性化 した。
1987年後半か ら,日本経済は地域か らの不況脱
出のための内需拡大の要請が高まった。地域経済
の活性化のために,円 高 ・ドル安 によって}た 余
剰資金を回せ とい う要求であった。その結果,日
本経済は,公 共投資を軸に,住 宅投資,お よびそ
の関連消費財投資,個 人消費,企 業の設備投資 に
よって内需拡大が具体化 し,景 気を上昇 させた。
したが って,景 気回復過程の中で,そ れを支える
企業は,好 転 し,労 働力を吸収 し,地 域経済を活
性化 した。だが,地 域住民の本格的景気循環にま
で とどかなかった。それは,資 産効果 による景気
回復であったか らである。金融 自由化の中で,株
式 と土地騰貴に よってえた資産者中心の内需拡大
であったか らである。つま り本格的景気回復は,
労働者,市 民の賃金上昇に基づ く可処分所得の増
大 による消費需要の拡大でなけれぽな らない。そ
うでない限 り,地域経済 も活性化 しないのである。
地域経済に支え られている日本経済の景気を持続
させ るには,内 需の約60%を占め る家計部門の充
実でなけれぽな らない。私は,こ の点についてこ
うかいた。「従来の企業主体の設備投資 の 景気持
続 力では,設 備投資過剰の供給圧力を導 き,限 界
一42一 世界経済におけるグロ バーリズム,
を招来せざるをえない。い ま重要な課題は,生 活
の質的向上に よる内需主導型成長 の条件づ くりを
す ることにある。今後 の日本の経済政策は,現 在
進行 している企業 の設備投資主導型の成長か ら生
活主導型の成長への転換を選択すべ きなのである。
日本経済は,勤 労者の消費や住宅投資さらに福祉
型公共投資 など生活分野か らの消費 と投資に支 え
られた 『成長』を考え るべきであろ う。 この視点
か ら積極的な労働者の賃金引き上げ,労 働時間の
短縮,雇 用の安定に よる生活の質的向上を伴 う社
会経済的成長を考}て こそ,家 計,企 業,公 共部
門のバ ランスの とれた社会的経済成長を実現する
ことが で きるので あ る」(『神大60周年記念論文集』
神奈川大学,1989年10月刊,174^-175ページ)と・
こ うした前提で,日 本経済は,地 域経済のニー
ズに対応 して,経 済大国 と生活中小国の矛盾を解
消す る努力を しない限 り,世界か らも批判を受け
るであろ う。 自らの運命を 自ら解決 しないで,国
民生活を犠牲に した大資本の他国への経済進出の
利益を保証す る政府の政策を持続すれば批判 され
るであろ う。そのためには公平税制を徹底 して実
行すべ きであろ う。
政策担 当者が勤労者の所得の向上,土 地価格の
大幅引下げによる安 い豊かな住宅の提供,地 域環
境の整備は もちろんのことであ るが,高 齢者,勤
労者の国際的社会保障水準の確保丁文化,余 暇の
充実な どの条件作 りを実践することにある。それ
以外に当面の地域主義を豊富化する道はないであ
ろ う。私たちは,中 央の政策担当老Y',こうした
諸政策を下か ら要求するだけでな く,自 らも,地
域主義 の立場で,内 容のある地域経済の活性化を
具体化 しなけれぽな らない。 この ことが,世 界に
開 き,地 域に根ざす新 しい市民世界のあ り方では
ないであろ うか。
リー ジ ョ ナ リ ズ ム,
(2)地域主義と してのr新 神奈川計画』の性格
すでに,地 域づ くりの運動は具体化 している。
例えぽ,地 域の生活を改善 し,就 業機会を保障 し,
生活に応 じた職場作 りを立ててい く動 きがある。
例えぽ,北 九州の労働組合では,北 九州市の産業
と社会の再生 のために,生 産ネッ トシステムの形
ペレストロイカそしてわが地域主義
成や高齢者介護 システムの創設な どを柱 として独
自の地域開発 プラソと雇用創出の問題を立 て,産
業活性化を試 みてい る。
市民 自治,参 加,分 権 を主体 とした 自治体が誕
生 し,地 域経済活性化のための国際交流を提起 し
ている。のみな らず,各 自治体は,将 来像を実現
す る地域政策 を展開 しは じめている。私たちがお
手伝いを したr第2次 新神奈川計画』(1987年度N
2000年度,神奈川県,1987年3月)をみ て み よ う。
この計画において も 「地域政策の展開の視点」を
2つにわけて論 じている。 一つは県をこえる広域
性の視点であ り,も う一つは県を とらえる視点で
あ る。広域性の視点は,神 奈川か ら出発 し,首都
圏,日 本,世 界へ と視野を広げて考えるとい う点
にある。つま り首都圏,日 本,世 界へ と視野を広
げて地域をみる視角である。 も うひ とつは,県 民
の住む身近な市町村か ら出発 し,地 域ブ ロックを
経て全県像に至 る上昇型 の視点である。 これをた
とえてみると,ま ず市町村 と同 じ視点か ら出発す
るとい う意味を 「ヒ トの 目」で見 るとい う。 さら
に広域的な地域 ブRッ クで の 視点 を 「キ リソの
目」,全県的視点を 「トリの 目」でみ るとい う。
さらに首都圏全体,日 本全体か らの視点を私な り
にい うと,「サテ ィライ トの 目」 で 見るとい うこ
とになる。「この視点は 単なる積み上げではな く
相互作用(フ ィー ドバック)を可能 にする視点」で
ある。地域を複眼でみなが ら活性化を図 るとい う
のである。
こうした視点か ら東京一極依存構造を批判する。
この点を私な りに整理 しておこ う。従来首都圏は,
政治,経 済,社 会,文 化な どあ らゆる面で,日 本
の近代化を誘導 して きた。それは,中 央集権型行
財政構造を作 り,中央に よる地方支配の近代化で
あった。首都圏には,産 業,人 口が過度に集中 し,
中央政府は巨大な都市を作 って しまった。
最近の過度の情報化,国 際化の波は,中 枢管理
機能,国 際金融機能等の東京への集中を加速化 さ
せ,東 京は,世 界の情報,金 融セ ンターへと発展
した。 とくに1986年の政府に よる 「金融 自由化」
は,東 京が二xヨ ーク,ロ ン ドン,ボ ソ以上の
国際金融のセソターになった ことである。国際的
世界経済におけるグmバ リズム,リ ージョナリズム,ペ レストロイカそしてわが地域主義
投資家が利殖のために東京 に事務所を求めた。そ
れは同時に東京圏の土地を異常なまでに高騰化さ
せた。それは文字通 り土地狂騰であ る。土地価格
の凍結を前提に した金融 自由化を推 し進めた政府
の責任は大 きい。
こうした中で,日 本は貿易黒字の大幅増,大 資
産家,国 際投資家の群生 とい う 「経済的繁栄 」を
もた らした といわれ る。同時にそれ と裏腹に,日
本はみ どりの喪失,自 動車公害の激増,都 市の居
住環境整備の立 ち遅れ,ハ イテク汚染,廃 棄物処
理問題な どを もた らした。 この問題は,90年代に
避けて通れない課題 となった。
神奈川県は,市 町村お よび地域住民 のニーズを
軸 に,首 都機能の分散を着実 に進め,首 都圏の共
通課題の解決を図 りなが ら,東京一極依存型か ら
多核多圏域型への再編成を具体的に実践すべ きで
あろ う。 この点で,「首都圏における 神奈川の 自
立性を高め,県 内各地域が活力 と魅力にあふれ,
県全体 としての均衡 の とれ たr神 奈川 自立都市
圏』の形成 」を構想 していることを評価 したい。
こ うした地域主義 の 具体的展開は,「第2次 新
神奈川計画」の 「地域計画」の中で,実 践 しつつ
ある。
(3)改めて地域主義研究の問題点を考 える
ところで,こ うした地域主義の考え方は,市 民
運動の過程で下か ら生 まれ,高 度成長政策の破綻
の中で定着 した といってよい。 とりわけ政府 と財
界の重化学工業中心主義の政策 に対す る地域か ら
の市民運動に よる批判 として表面化 した。高度成
長期にみ られた巨大開発,巨 大技術,巨 大流通,
巨大消費,巨 大廃棄 とい う 「経済政策体系 」への
批判 として地域主義が生まれた。それは,地 域 に
おける公害,地 価高騰,物 価高騰,住 宅不足,疎
外問題 交通公害,都 市 の緑 の喪失な どに対す る
住民の不満の爆発であった。全国的に公害反対の
住民運動が起 った。それは改めて,従 来の経済の
あ り方,公 害関係企業のあ り方,地 域のあ り方,
文化のあ り方,行 政のあ り方,学 問のあ り方な ど
を根元的に問 うものであった。地域主義 の制度的
保証は中央集権行財政構造を地方分権型行財政構
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造 に転換す ることにある。
こ うした地域主義についての社会科学的研究 も
活発化 した。 例えぽ,増 田四郎氏は,『地域の発
想』(筑摩書房1980年)の中 で,地 域主義をなぜ
あ らためて強調す るか として,つ ぎの3点 を指摘
した。
「その一つは,私 の専門分野のことではないが,
いわゆる近代経済学 ・マル クス経済学を含む現代
経済学が,依 って立 っている大前提についての疑
義であ り,第2は,私 がかねてか らしば しば問題
に してきた歴史研究にみ る国家本位の考え方に対
す る疑問であ り,第3は,こ の両者 と関連 して,
現実の世界情勢は,も はや従来の ような抽象的一
般理論や教条主義,あ るいは国家本位の ものの考
え方だけでは,ど うに も具体的課題の理解や解決
に対応で きな くなったのではないか とい うきわめ
て現実的危機意 識である」(同書39ページ)と。 こ
こには,地 域主義を国家の枠をこえて グローバル
に把握すべ きであるとい う発想がある。 さらに地
域主義を考える理 由としてもっと身近かな問題か
ら出発 している。例えば,「市が国に 根強い 上か
らの官僚主義的画一政策 に対す る批判,す なわち
地域住民の声を聞 き,そ の要求を正確につかんだ
上で,諸 政策の実施に踏み切 るといった政治姿勢
の欠如に対す る批判 なども,そ の理 由の一つに数
え られる」 と。 この点 も,地 域主義台頭の理 由と
してきわめてわか りやすい指摘である。私たちは
1989年4月に政権政党が大蔵省の要請の中で強行
した消費税導入に対する生活者の批判,と くに主
婦 の怒 りを忘れてはな らない。全国の各地域 にお
ける庶民の消費税に対す る反対運動は,同 年7月
の参議院議員選挙に爆発 した。保革逆転 とい う新
しい政治現象をつ くった。それは,永 田町中心主
義の政治,官 僚支配に対す る国民的批判の表れで
あった。消費税導入の政策は地域住民のニーズに
基づ く政策ではな く,政権政党 と大蔵官僚 の一体
化 した政策であった。だか ら地域住民は批判 した。
消費税導入の政策は庶民の地域主義を軽視 した典
型的政策事例のひとつであろ う。
さらに増 田氏は,地域主義台頭の理由 として,歴
史研究にみる地域史 研 究(geschichtlicheLandes一
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forschung)をあげている。「18,9世紀の ヨmヅ
パの現実か ら,いわゆる近代国家の枠組を,社 会
や経済の単位 として前提する考 え方は,い ままで
はほ とん ど自明のことの ように考}ら れて きた。
ところが戦後 のヨmッ パでは,ECに み られ る
ように,す でに国家を越えた新 しい組織がで き,
主権国家や国民経済を単位 としてそれを絶対視す
る思考は,大 きく変動 しつつある」(同上,42ペー
ジ)と。 この 点,私 は,r現代 ヨmッ パ経済論』
〈ユ979年,改訂版1989年)において,世 界経済の中で,
ECが地域共同体 の経済協力,国 家の枠を越 えて,
市民の生活 と福祉のために経済協力を実現 してい
るかを解明 した。 この点,世 界経済における国家
を越rた 地域主義の問題 と,国 家における中央集
権的枠組を越えた地域主義の問題 とを共通の次元
で,つ ま り市民世界の次元で考 えるべ き,政 策の
時代が到来 したもの と考えている。
また,中 小企業研究家の清成忠男氏は,地 域主
義を 「地域を土台に して社会 の再組織化をおし進
め よ うとす る考え方 」に求めている。その理 由と
して次の2点 をあげてい る。
「(1)人間生活 と生態系の調和をはかることが不
可避になっている。
(2)そのためには空間的に限定 された地域が社会
の 『原基形態』にな らなければな らない」 と。
こうした地域主義をおし進めてい くためには,
「土地利用を計画化 し,住 民参加に よる計画の策
定,行 財政の地域分権化,地 域経済の自立等kが
不可分の課題 であろ う。 自立性の強い地域社会を
再構築 し,そ れを 『原基形態』 として社会を再組
織化 しようとい うのであ る。そのためには,住 民
の定着をおし進め,社 会化への参加の システムを
確立 しなけれぽな らな い」(『地域主義の時代』東洋
経済新報社,1978年)と。
この発想 自体は評価 したい。だが一一体,地 域主
義の担い手は誰なのか。中央集権型行財政構造を
主体的に転換 させ る担い手は誰なのか。従来の社
会 システムを変革する主体がきわめて不 明確であ
る。住民参加は,上 か ら与え られて,参 加するの
ではな く,住民 自らが地域の諸問題 を行政当局に
ぶつけ,提 案し,そ のニーズに立 って,地 域政策
を打ち立 てることが重要なのではないか。土地利
用を計画化す るにしても,土 地所有者は,地 域の
大地主,大 企業地主であ る。 こうした支配層を地
域住民の力で,地 域に還元す るシステムを行政に
働 きかけない限 り,住民参加に よる計画の策定は
できないのではなかろ うか。
問題は,今 日,世界経済の激動の中で,地 域の
改革の主体が,地 域住民 と,そ のニーズに基づ く,
行政の先見性 と組織化にあると考えなけれぽなら
ない。
原理的にいえば,私 の考える地域主義は,そ の
担い手は市民であ り,その市民が生活を守 りなが
ら,従来 の上か らの近代主義,工 業中心主義,中
央集権主i義,一極集中主i義,市場 メカニズム中心
主義に対 して,下 か ら着実に改革することにある。
したがって,か つての一面的な復古主義,単 純な
地域保守主義(1・calism・nly),地域エゴ 職 場エ
ゴ,反 近代主義,階 級,階 層無媒介の国際主義 と
地域主義の結合で もないのである。
地域主義または地方の時代 とは,今 日の世界経
済の グローバ リズムとペ レス トロイカの嵐の中で,
先進 国,社 会主義国,第 三世界に住む,そ れぞれ
の地域住民が,国 家の壁を越えて,人 間 として 自
由,平 等,民 主,自 立そ して連帯を求め,地 球環
境を保全す るために協 力す ることにあろ う。
(4>今後の国際的交流の源泉 と しての 「民際外
交」 とはなにか
私たち市民の生活を基本的に左右 してい るもの
は,世 界経済の 「発展」の原理であろ う。
米 ・ソ大国の核兵器削減の問題,ア フリカサハ
ラ砂漠以南の地域,パ キスタソの過疎地域などに
おけ る飢餓問題,汚 染が深刻化 してい る地球環境
保全問題,中 所得国の累積債務問題,社 会民主主
義を志 向する東欧の経済問題,最 貧国の生活問題
な ど,い まや先進国 とい う国家次元では,そ れ ら
の問題に対す る政策を決定で きない。それは,国
家を越えた グローバルな問題であ り,それぞれの
地域住民のニーズを,グ ローバルにとり上げ,解
決 しなけれぽな らない問題である。体 制 を 問 わ
ず,国 家を問わず,国 際的経済協 力を具体的に示
世 界 経 済 に お け る グ ロ ーバ リズ ム,リ ー ジ ョナ リズ ム}ペ レ ス トロ イ カ そ して わ が地 域 主 義
す ことに よって,は じめて解決できる問題なので
ある。 日本におけるODAに よる経済i援助方式 も,
現地の住民のニーズを第一義に考えるべきで,国
内の企業援助第一主義を排除すべ きである。世界
の地域住民の経済 自立のためのODAで なければ
な らない。 日本の資本市場 としての媒介 としての
ODAで な く,現 地の地域住民のニーズに基づい
た現地住民に対す る経済援助でなけれぽな らない。
一方,私 たちの日常生活の問題は,ロ ーカルで
決 まる。病気になった ときの医療問題,交 通事故
にあった ときの医療,高 齢者の福祉,介 護,子 ど
もの教育問題,道 路,上 下水道,公 園,公 共図書
館,ス ポーッ公園,生 涯学習セソターな ど,す べ
て地方 自治の問題 であ り,地域の問題である。 も
ちろん,こ うした地方 自治体財政 の一部を国家が
補助金 とい う名 目で,コ ン トロール して も,そ の
中味は地域住民の納めた税金で賄われている。 し
たが って,地 域住民の主体性が強 くなれぽなるほ
ど,国 家の役割は小 さくな り,グ ローバ リズムと
mカ リズムの中で,私 たちの生 き方を考 えるべ
き時代に来て い る。「世界2国 家舞地方」,丁人類
均国民#市 民 」とい う枠組を改めて検討 し,市 民
世界の立場 で考えるとすれば,も ちろん依然 とし
て,国 家e国 民の制度的枠にしば られ るであろ う
が,21世紀 に向っての世界は,世 界→人類,地 方
→市民の論理を定着 させてい くであろ う。
神奈川県知事の長洲一二氏の民際外交方式は,
い まや定着 しつ つ あ る,「"peoPlestopeoPles
diplomacy"」は,従 来の張 り詰めた国家 間 の ソ
ロバ ン勘定や権謀術の外交ではな く,市民や人類
とい う次元,人 間同士 との交流を重視 し,現 実に
実行 している。「現実には,国 家 とい う枠があ る
し,そ れが基本であるとしても,そ の国家間外交
を企業同士,民 衆同士が支 えるとい う重層構造に
なっては じめて日本の外交 も,そ して国際化 もで
きるのではな い か 。」(『十人十色,ひ と り十 色』,
NTT出版,ユ989年12月)と。
グローバ リズ ムとローカ リズムとペ レス トロイ
カが,さ まざまな次元で交錯 し,世 界の各地域住
民の人間的交流を基盤にす る と き こ そ,世 界経
済の新時代が訪れ るであろ う。すでにC.F.アル
一45一
ジ ャ ー 氏 は 「国 家 シス テ ム ・イ デ オ ロギ ー を 切 り
くず す も っ と直 接 的 な 力 に な っ た の は,国 際 問 題
を 市 政 の 議 題 と して と りあ げ さ せ,外 交 問 題 を地
方 選 挙 の 争 点 に し よ うと し た 市 民 の キ ャ ンペ ー ン
で あ っ た 」("CreatingLocalInstitutionsforSust-
ainedParticipationinPeacebuilding,"lnternational
SocietyofPoliticalPsychology(8thAnnualMeeting)
吉 田新一郎編 訳 『地 域 か らの国際 化』 日本評論社,1987
年,65ペ ー ジ)と 。
C.F.ア ル ジ ャ ー の 問 題 意 識 は,地 域 主 義 と グ
ロー バ リズ ムを ,さ ま ざ ま な 問 題 で,結 び つ け て
考 察 し て い る 。
5.む す び にか え て
こ うして考 え る と,地 域 主義 の理念 の実 現化 は .
地方 の経 済i社 会,政 治,文 化,教 育,国 際交 流
な ど,す べ ての分野 で,グmバ ル な視点 とペ レ
ス ト冒イ カの視 点 を もって,足 元 か ら考 え行動 す
る とい うこ とにあ る。私 な りに いえば,そ れは市
民世 界 の経 済学 の あ り方 にか かわ る問題 で あ る。
市 民世 界 とは,本 質 的 に体 制 を越 えて,人 間 の 自
由,平 等,民 主,人 権 を保 証す る世 界 シス テ ムで
あ り,こ うした原 理 を,世 界 的regionalisnl,
globalism,Perestroikaとして受 け とめ,私 た ち
の足 元 の10calismを充 実 してい くこ とに あ るの
では ない か と考 え る もので あ る。 もちろ ん グ ロー
バ リズ ムの中 の リー ジ ョナ リズ ム(例えば,ECなど
の地域主義)と 国民 経済 に おけ るmカ リズ ム(地
域主義)と は一 応 区別 して考 え なけれ ばな らな い。
今 日,EC,東 欧,ソ 連,日 本 で も,地 球 次元
で問題 を考 え,足 元 の地 域 主義 を いか に充 実 す る
か にあ る。地域 の充実 を通 して 国民経 済 も,そ れ
と結 び つい た国際 次元 で の地 域主 義 も充実 す る よ
うに見定 め る必要 が あ る。
私 は,"thinkglobally,actregionally,act
locally"の問題 意識 と行動 を 重視 した い。欧 州共
通 の家 の問 題は,同 時 に アジア共通 の家 づ くりと
連 動 しな けれぽ な らない。 軍拡 か ら軍縮,平 和 の
完 全保 障を地 域 か ら実 現す る こ とがい ま最 も重要
な国際 的課題 で あ る。 ヤル タか らマル タへの転 換
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は,世 界人類の 自らの課題なのである。
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